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平成１９年第１回大仙市議会定例会会議録第３号

平成１９年３月８日（木曜日）

議 事 日 程 第 ３ 号

平成１９年３月８日（木曜日）午前１０時開議

第 １ 一般質問

第 ２ 議案の訂正について（議案第１６号） （説明・表決）

第 ３ 議案第 ８号 大仙市地域自治区の設置等に関する条例の一部を改正する条例

の制定について （質疑・委員会付託）

第 ４ 議案第 ９号 大仙市行政手続条例の一部を改正する条例の制定について

（質疑・委員会付託）

第 ５ 議案第１０号 大仙市移動通信用鉄塔設置条例の一部を改正する条例の制定に

ついて （質疑・委員会付託）

第 ６ 議案第１１号 大仙市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する

条例の制定について （質疑・委員会付託）

第 ７ 議案第１２号 大仙市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関す

る条例の一部を改正する条例の制定について

（質疑・委員会付託）

第 ８ 議案第１３号 大仙市土地開発基金条例の一部を改正する条例の制定について

（質疑・委員会付託）

第 ９ 議案第１４号 大仙市手数料条例の一部を改正する条例の制定について

（質疑・委員会付託）

第１０ 議案第１５号 大仙市手数料条例の一部を改正する条例の制定について

（質疑・委員会付託）

第１１ 議案第１６号 大仙市手数料条例の一部を改正する条例の制定について

（質疑・委員会付託）

第１２ 議案第１７号 大仙市長寿祝金給付条例の一部を改正する条例の制定について

（質疑・委員会付託）
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第１３ 議案第１８号 大仙市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例の制定につい

て （質疑・委員会付託）

第１４ 議案第１９号 大仙市公園条例の一部を改正する条例の制定について

（質疑・委員会付託）

第１５ 議案第２０号 大仙市下水道条例の一部を改正する条例の制定について

（質疑・委員会付託）

第１６ 議案第２１号 大仙市戸別浄化槽の整備に関する条例の一部を改正する条例の

制定について （質疑・委員会付託）

第１７ 議案第２２号 大仙市奨学資金貸与条例の一部を改正する条例の制定について

（質疑・委員会付託）

第１８ 議案第２３号 大仙市学校給食センターの設置及び管理に関する条例の一部を

改正する条例の制定について （質疑・委員会付託）

第１９ 議案第２４号 大仙市公民館条例の一部を改正する条例の制定について

（質疑・委員会付託）

第２０ 議案第２５号 大仙市立図書館設置条例の一部を改正する条例の制定について

（質疑・委員会付託）

第２１ 議案第２６号 大仙市収入役の事務を助役に兼掌させる条例を廃止する条例の

制定について （質疑・委員会付託）

第２２ 議案第２７号 大仙市角間川温泉条例を廃止する条例の制定について

（質疑・委員会付託）

第２３ 議案第２８号 大仙市営南外スキー場設置条例を廃止する条例の制定について

（質疑・委員会付託）

第２４ 議案第２９号 太田町史編さんに関する条例を廃止する条例の制定について

（質疑・委員会付託）

第２５ 議案第３０号 地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理

に関する条例の制定について （質疑・委員会付託）

第２６ 議案第３１号 太田地域施設利用者区分等の整備に関する条例の制定について

（質疑・委員会付託）

第２７ 議案第３２号 大仙市居宅介護支援事業所設置条例の一部を改正する等の条例

の制定について （質疑・委員会付託）
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第２８ 議案第３３号 大仙市簡易水道事業の設置に関する条例及び大仙市簡易水道事

業給水条例の一部を改正する条例の制定について

（質疑・委員会付託）

第２９ 議案第３４号 大仙市学校給食センター建設基金条例の一部を改正する等の条

例の制定について （質疑・委員会付託）

第３０ 議案第３５号 大仙市功労者の待遇に関する条例の制定について

（質疑・委員会付託）

第３１ 議案第３６号 大仙市大曲交流センター条例の制定について

（質疑・委員会付託）

第３２ 議案第３７号 大仙市農業後継者育成修学資金貸与条例の制定について

（質疑・委員会付託）

第３３ 議案第３８号 大仙市福祉関係計画審議委員会条例の制定について

（質疑・委員会付託）

第３４ 議案第３９号 大仙市神岡地域公共下水道事業受益者負担に関する条例の制定

について （質疑・委員会付託）

第３５ 議案第４０号 大仙市と仙北郡美郷町との境界変更について

（質疑・委員会付託）

第３６ 議案第４１号 秋田県市町村総合事務組合を組織する地方公共団体の数の増加

及び秋田県市町村総合事務組合規約の一部変更について

（質疑・委員会付託）

第３７ 議案第４２号 財産の処分について （質疑・委員会付託）

第３８ 議案第４３号 負担付き贈与の受諾について （質疑・委員会付託）

第３９ 議案第４４号 辺地に係る公共的施設の総合整備計画の策定について

（質疑・委員会付託）

第４０ 議案第４５号 大曲仙北広域市町村圏組合規約の一部変更について

（質疑・委員会付託）

第４１ 議案第４６号 大仙美郷環境事業組合規約の一部変更について

（質疑・委員会付託）

第４２ 議案第４７号 大仙市営土地改良事業の計画の変更について

（質疑・委員会付託）
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第４３ 議案第４８号 市道の路線の認定、廃止及び変更について

（質疑・委員会付託）

第４４ 議案第４９号 大仙市土地開発公社定款の一部変更について

（質疑・委員会付託）

第４５ 議案第５０号 平成１８年度大仙市宅地造成事業特別会計への繰入額の変更に

ついて （質疑・委員会付託）

第４６ 議案第５１号 平成１８年度大仙市特定環境保全公共下水道事業特別会計への

繰入額の変更について （質疑・委員会付託）

第４７ 議案第５２号 平成１８年度大仙市農業集落排水事業特別会計への繰入額の変

更について （質疑・委員会付託）

第４８ 議案第５３号 平成１８年度大仙市介護老人福祉施設介護サービス事業特別会

計への繰入額の変更について （質疑・委員会付託）

第４９ 議案第５４号 平成１９年度大仙市宅地造成事業特別会計への繰入れについて

（質疑・委員会付託）

第５０ 議案第５５号 平成１９年度大仙市簡易水道事業特別会計への繰入れについて

（質疑・委員会付託）

第５１ 議案第５６号 平成１９年度大仙市公共下水道事業特別会計への繰入れについ

て （質疑・委員会付託）

第５２ 議案第５７号 平成１９年度大仙市特定環境保全公共下水道事業特別会計への

繰入れについて （質疑・委員会付託）

第５３ 議案第５８号 平成１９年度大仙市特定地域生活排水処理事業特別会計への繰

入れについて （質疑・委員会付託）

第５４ 議案第５９号 平成１９年度大仙市農業集落排水事業特別会計への繰入れにつ

いて （質疑・委員会付託）

第５５ 議案第６０号 平成１９年度大仙市介護老人福祉施設介護サービス事業特別会

計への繰入れについて （質疑・委員会付託）

第５６ 議案第６１号 平成１９年度大仙市介護老人保健施設介護サービス事業特別会

計への繰入れについて （質疑・委員会付託）

第５７ 議案第６２号 平成１９年度大仙市老人デイサービス事業特別会計への繰入れ

について （質疑・委員会付託）
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第５８ 議案第６３号 平成１９年度大仙市スキー場事業特別会計への繰入れについて

（質疑・委員会付託）

第５９ 議案第６４号 平成１８年度大仙市一般会計補正予算（第６号）

（質疑・委員会付託）

第６０ 議案第６５号 平成１８年度大仙市国民健康保険事業特別会計補正予算（第４

号） （質疑・委員会付託）

第６１ 議案第６６号 平成１８年度大仙市老人保健特別会計補正予算（第３号）

（質疑・委員会付託）

第６２ 議案第６７号 平成１８年度大仙市土地区画整理事業特別会計補正予算（第３

号） （質疑・委員会付託）

第６３ 議案第６８号 平成１８年度大仙市学校給食事業特別会計補正予算（第４号）

（質疑・委員会付託）

第６４ 議案第６９号 平成１８年度大仙市奨学資金特別会計補正予算（第１号）

（質疑・委員会付託）

第６５ 議案第７０号 平成１８年度大仙市宅地造成事業特別会計補正予算（第４号）

（質疑・委員会付託）

第６６ 議案第７１号 平成１８年度大仙市簡易水道事業特別会計補正予算（第４号）

（質疑・委員会付託）

第６７ 議案第７２号 平成１８年度大仙市公共下水道事業特別会計補正予算（第４

号） （質疑・委員会付託）

第６８ 議案第７３号 平成１８年度大仙市特定環境保全公共下水道事業特別会計補正

予算（第４号） （質疑・委員会付託）

第６９ 議案第７４号 平成１８年度大仙市特定地域生活排水処理事業特別会計補正予

算（第２号） （質疑・委員会付託）

第７０ 議案第７５号 平成１８年度大仙市農業集落排水事業特別会計補正予算（第２

号） （質疑・委員会付託）

第７１ 議案第７６号 平成１８年度大仙市介護老人福祉施設介護サービス事業特別会

計補正予算（第３号） （質疑・委員会付託）

第７２ 議案第７７号 平成１８年度大仙市介護老人保健施設介護サービス事業特別会

計補正予算（第３号） （質疑・委員会付託）
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第７３ 議案第７８号 平成１８年度大仙市老人デイサービス事業特別会計補正予算

（第３号） （質疑・委員会付託）

第７４ 議案第７９号 平成１８年度大仙市淀川財産区特別会計補正予算（第４号）

（質疑・委員会付託）

第７５ 議案第８０号 平成１８年度大仙市上水道事業会計補正予算（第２号）

（質疑・委員会付託）

第７６ 議案第８１号 平成１９年度大仙市一般会計予算 （質疑・委員会付託）

第７７ 議案第８２号 平成１９年度大仙市国民健康保険事業特別会計予算

（質疑・委員会付託）

第７８ 議案第８３号 平成１９年度大仙市老人保健特別会計予算

（質疑・委員会付託）

第７９ 議案第８４号 平成１９年度大仙市土地取得特別会計予算

（質疑・委員会付託）

第８０ 議案第８５号 平成１９年度大仙市土地区画整理事業特別会計予算

（質疑・委員会付託）

第８１ 議案第８６号 平成１９年度大仙市学校給食事業特別会計予算

（質疑・委員会付託）

第８２ 議案第８７号 平成１９年度大仙市奨学資金特別会計予算

（質疑・委員会付託）

第８３ 議案第８８号 平成１９年度大仙市宅地造成事業特別会計予算

（質疑・委員会付託）

第８４ 議案第８９号 平成１９年度大仙市簡易水道事業特別会計予算

（質疑・委員会付託）

第８５ 議案第９０号 平成１９年度大仙市公共下水道事業特別会計予算

（質疑・委員会付託）

第８６ 議案第９１号 平成１９号度大仙市特定環境保全公共下水道事業特別会計予算

（質疑・委員会付託）

第８７ 議案第９２号 平成１９年度大仙市特定地域生活排水処理事業特別会計予算

（質疑・委員会付託）



- 129 -

第 ８８ 議案第 ９３号 平成１９年度大仙市農業集落排水事業特別会計予算

（質疑・委員会付託）

第 ８９ 議案第 ９４号 平成１９年度大仙市介護老人福祉施設介護サービス事業特

別会計予算 （質疑・委員会付託）

第 ９０ 議案第 ９５号 平成１９年度大仙市介護老人保健施設介護サービス事業特

別会計予算 （質疑・委員会付託）

第 ９１ 議案第 ９６号 平成１９年度大仙市老人デイサービス事業特別会計予算

（質疑・委員会付託）

第 ９２ 議案第 ９７号 平成１９年度大仙市スキー場事業特別会計予算

（質疑・委員会付託）

第 ９３ 議案第 ９８号 平成１９年度大仙市内小友財産区特別会計予算

（質疑・委員会付託）

第 ９４ 議案第 ９９号 平成１９年度大仙市大川西根財産区特別会計予算

（質疑・委員会付託）

第 ９５ 議案第１００号 平成１９年度大仙市大沢郷財産区特別会計予算

（質疑・委員会付託）

第 ９６ 議案第１０１号 平成１９年度大仙市荒川財産区特別会計予算

（質疑・委員会付託）

第 ９７ 議案第１０２号 平成１９年度大仙市峰吉川財産区特別会計予算

（質疑・委員会付託）

第 ９８ 議案第１０３号 平成１９年度大仙市船岡財産区特別会計予算

（質疑・委員会付託）

第 ９９ 議案第１０４号 平成１９年度大仙市淀川財産区特別会計予算

（質疑・委員会付託）

第１００ 議案第１０５号 平成１９年度市立大曲病院事業会計予算

（質疑・委員会付託）

第１０１ 議案第１０６号 平成１９年度大仙市上水道事業会計予算

（質疑・委員会付託）



- 130 -

第１０２ 請願第 ９号 日本農業に甚大な打撃を与える日豪ＦＴＡ交渉の中止とＦＴ

Ａ、ＥＰＡ促進路線の転換を求めることについて

（委員会付託）

第１０３ 請願第１０号 日豪ＥＰＡ交渉に関することについて （委員会付託）

第１０４ 請願第１１号 携帯電話等サービスエリア外地域解消に関することについて

（委員会付託）

第１０５ 陳情第４２号 本堂城回集落内幹線道路拡幅について （委員会付託）

第１０６ 陳情第４３号 安心・安全な公務・公共サービス拡充を求めることについて

（委員会付託）

第１０７ 陳情第４４号 公共サービスの安易な民間開放に反対し、国民生活の「安心

・安全」の確立を求めることについて （委員会付託）

第１０８ 陳情第４５号 地域別最低賃金の引き上げと最低賃金制度の改正を求めるこ

とについて （委員会付託）

第１０９ 陳情第４６号 労働法制の改善を求めることについて （委員会付託）

第１１０ 陳情第４７号 大沢郷地区簡易水道施設整備事業の地元業者への発注につい

て （委員会付託）

出席議員（２７人）

１番 橋 本 五 郎 ２番 佐 藤 文 子 ３番 小 山 誠 治

４番 佐 藤 隆 盛 ５番 藤 井 春 雄 ６番 杉 沢 千恵子

７番 佐 藤 孝 次 ８番 金 谷 道 男 ９番

１０番 千 葉 健 １１番 渡 邊 秀 俊 １２番 佐 藤 芳 雄

１３番 高 橋 敏 英 １４番 竹 原 弘 治 １５番 橋 村 誠

１６番 武 田 隆 １７番 斉 藤 博 幸 １８番 菊 地 幸 悦

１９番 大 坂 義 徳 ２０番 大 山 利 吉 ２１番 門 脇 一 男

２２番 本 間 輝 男 ２３番 児 玉 裕 一 ２４番 高 橋 幸 晴

２５番 佐々木 洋 一 ２６番 大 野 忠 夫 ２８番 北 村 稔

３０番 藤 田 君 雄
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欠席議員（２人）

２７番 佐々木 昌 志 ２９番 鎌 田 正

説明のため出席した者

市 長 栗 林 次 美 助 役 久 米 正 雄

教 育 長 三 浦 憲 一 代 表 監 査 委 員 田 牧 貞 夫

総 務 部 長 老 松 博 行 企 画 部 長 佐々木 正 広

市 民 生 活 部 長 高 橋 源 一 健 康 福 祉 部 長 深 谷 久 和

農 林 商 工 部 長 金 正 行 建 設 部 長 柴 田 勝 三

病 院 事 務 長 高 橋 大 樹 水 道 局 長 田 口 良 邦

教 育 次 長 相 馬 義 雄 教 育 次 長 佐 藤 康 裕

総 務 課 長 元 吉 峯 夫

議会事務局職員出席者

局 長 田 口 誠 一 副 参 事 高 橋 薫

副 主 幹 伊 藤 雅 裕 副 主 幹 加 藤 博 勝

主 任 菅 原 直 久

午前１０時００分 開 議

○議長（橋本五郎君） おはようございます。

これより本日の会議を開きます。

欠席の届け出は、２７番佐々木昌志君、２９番鎌田正君。

以上であります。

○議長（橋本五郎君） 本日の議事は、議事日程第３号をもって進めます。

○議長（橋本五郎君） 日程第１、本会議２日に引き続き、一般質問を行います。

順次質問を許可いたします。８番金谷道男君。はい、８番。

○８番（金谷道男君）【登壇】 皆さん、おはようございます。

一般質問２日目のトップバッターを務めさせていただきます。よろしくお願いします。
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質問に入ります前に、本年はいよいよ秋田わか杉国体本番であります。その先陣を

切って去る２月１０日から４日間、スキー競技会が開催されました。その中のアルペン

競技に我が大仙市から少年女子に金子未里さん、成年男子Ｃに高橋繁太郎さんの２人が

出場され、それぞれ入賞を果たし、秋田県の初めてのスキー競技における天皇杯獲得に

大きく貢献してくださったことは、私ども市民にとっても大きな喜びであります。お二

人に心よりの賛辞を贈りたいと思います。また、この後９月には、まさに本番の大会が

開催されます。それにも我が大仙市からたくさんの方々が選手、監督、コーチとして出

場されると思います。その方々がその持てる力を十二分に発揮し、秋田県の天皇杯獲得

に貢献してくださることもあわせて皆様とともに祈念いたしたいと思います。

前置きが長くなりましたが、それでは通告に従い質問に入らせていただきます。

最初に行政改革についてお尋ねをいたします。

市長は市民の幸せを追求することを目指す市政を執行するにあたり、昨今の地方分権

の進展、三位一体改革による財政環境の変化、加えて少子高齢化、人口減少といった社

会の変動により、これまでと同じやり方で自治体を運営することはできないと施政方針

の中で述べておりますし、そのため大仙市行政改革大綱及び行政改革集中プランを定め

懸命に取り組んでおられますことに対し、まずは敬意を申し上げます。

行政改革というと歳出の削減と歳入の増加を図ることと考えられがちでありますが、

それだけで本当に良いのでしょうか。行政改革にあたって財政の合理化の視点は当然必

要ですが、それだけでは不十分だと思います。行政改革は経費削減だけが目的ではない

はずであります。市が効果的に施策を展開し、職員が創造的に仕事を進めるための改革

でなければならないと思います。私はそもそも数多い公共サービスのすべてを行政が担

うべきものとは考えておりません。公共サービスのどの部分をどのような形で行政が担

うべきものなのか、そして担うべきサービスが本当に住民のニーズに合ったものなのか、

また、それらの事務事業が達成目的を明確にし、最小の経費で最大の効果を上げている

のか、これらの点検、検証が今何よりも必要なものではないかと思います。そのために

は、しっかりと行政評価を行わなければならないのではないかと思います。この点につ

いて私は一昨年の１２月の議会でも質問させていただきました。そのとき市長からの答

弁の中で今少し時間をいただきたいということでした。その後、具体的な取り組みとし

て昨年８月から９月に市民により行政評価が実施され、１月にその結果をいただきまし

たし、市広報にも掲載されましたので、まずは第一歩を踏み出していただけたものと大
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変良かったと思っております。

そこで、今回の行政評価についてお尋ねをいたします。

数ある事務事業の中から今回の市民評価の対象とした事業は、どんな視点で、そして

どういう基準で選定したのでしょうか。また、アンケート実施にあたって回答してくだ

さる市民の方々に評価対象となった事業の内容について、どのような情報提供をしたの

でしょうか。また、今回は市民による行政評価ですが、同じ事業に対する内部の執行評

価も同時に実施したのでしょうか。行ったとすればどのような結果だったのでしょうか。

またあわせて、今回の結果を１９年度予算にどのように活用したかお知らせをいただき

たいと思います。

次に、定住対策についてお尋ねをいたします。

地域の活力のもとは人です。地域に人口が少なくなるということは大変な問題であり

ます。大仙市総合計画基本構想によると、大仙市の人口は平成２２年には８万

８，４２８人、平成２７年には８万２，７７９人と推計されております。平成１７年度

が９万３，３５２人ですので、１０年間で１万人減少することが推計されています。日

本の人口自体が減少に転じている今、当市だけが大きく人口を増加するということは考

えられませんが、しかし、人口が減少するということは地域社会の維持発展にとっては

非常に重い課題であります。大仙市総合計画では、その影響を少しでも軽減すべく実施

計画を立て施策を進めていると思います。私はその施策としては少子化対策、雇用の拡

大、産業振興、様々考えられると思いますが、その中の１つである定住対策、秋田県で

は大分前からＡターン対策と名付けて取り組んでおりますが、その施策についての大仙

市の取り組みについてお尋ねをいたします。

２００７年問題と言われるように、いわゆる団塊の世代、私も市長もそうであります

けれども、その世代の大量の定年が今始まろうとしております。全国で７００万人の定

年が予想されています。この世代の動向が世の中の大きな変化につながる可能性があり

ます。ある統計によりますと、この世代の約１０％の方々が地方回帰、いわゆる田舎暮

らしを思考しているということが報じられておりました。また、平成１８年２月の総理

府の世論調査によりますと、５０代の約３割が農山村や漁村に移住してもよいとの答え

だったということでした。確かにあこがれと現実は違うと思いますが、この傾向がより

強くなることは確かに考えられます。このことに関連した新聞記事２件、目にとまりま

したので読ませていただきます。



- 134 -

１件は、徳島県美波町伊座利地区は都会からの移住受け入れで過疎解消に成果を上げ

ている。この１０年間で３０人増え１３０人になった。たったそれだけとは言うなかれ、

小・中学生は４倍になる。６５歳以上の割合を示す高齢化率も１３ポイント低下した。

黒潮洗う同地区は美しい自然が魅力だが、それだけで移住が増えたわけではない。空き

家の修繕や交流施設整備、絵本・料理教室の開催、清掃活動など地域ぐるみの受入体制

を整えたからこそ人口の社会増が成功したという記事であります。

またもう１点は、岩手県奥州市で団塊の世代などＵ・Ｊ・Ｉターンの受け入れを狙っ

た空き家バンクを始めた。空き家情報をホームページに載せるもので市の中心部の不動

産情報は充実しているが、過疎化の進む田舎暮らし思考に合った周辺部の情報は少ない

ので、それを載せるというもの。

いずれも定住対策関係の記事であります。たぶんこのほかにも近場では横手市でもこ

の類の施策に取り組んでいるようであります。まだまだたくさんの自治体が取り組んで

いるようであります。このような施策は直ちに、また、どこでも同じようにできるとは

私も思いませんが、しかし、大仙市でも検討する余地は大いにあるのではないでしょう

か。秋田県では来年度予算にもＡターン対策を盛り込み、積極的に取り組むと思われま

すし、国でも農林水産省が都市住人の農山漁村定住１５０万人増を掲げて活性化法案と

関係予算を今国会に提出しております。

しかし、実際に人が移住し住むのは市町村であります。行政だけでなくて地域の体制

をも含めて、市町村が取り組んで初めてこの施策の効果はあるものだと思います。この

件に関して残念ながら大仙市の１７年度・１８年度予算、事業の中には関連施策が見当

たらないと私は感じております。確かに外から人を入れる施策は地域の人間関係、農業

の規制などの問題もあると思います。しかし、地域の経済、文化、住民意識、いろんな

面への効果が期待できます。大仙市としてのできることから考えるべきと考えますが、

この点市長はどうお考えでしょうか、お伺いいたします。

最後に、要綱・要領等についてのことについてお尋ねをいたします。

大仙市に限らずすべての行政機関では、業務の適切な執行をするため、その基準や独

自施策の実施根拠として様々な分野で要綱・要領・基準・事務取扱要領などを制定して

いると思います。柔軟で機動的な行政運営を行うために議会の議決を必要とせずに、状

況の変化に応じて速やかに施策ができること、あるいは法や条例に明記されない具体的

・細部的な基準を定めることで公平で適正な行政実行を行えるもととなっており、必要
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なものであるとは思いますし、有効に機能していると思います。

しかし反面、内部規定であるとして市民の目に触れにくく、ルールとしての公平性や

透明性が伝わりにくい、また、法令や条例との関連や委任の範囲を逸脱していないかな

どの内容の妥当性もわかりにくい面もあるのもまた事実であります。要領・要綱等の中

には市民に義務を課したり権利を付与したりするものも少なくないと思われますし、直

接住民に利害関係が生ずる根拠にもなっています。住民のための行政ですので、これら

の内容は当然広く住民に公表されなければならないし、また、住民のニーズに合ったも

のでなければならないと思います。そこでお尋ねします。大仙市では現在、要綱・要領

等はどのぐらい制定されており、そのうち例規集に記載されているもの、あるいは印刷

物やホームページで常時公表されているものなど、公表されているものはどのぐらいあ

るでしょうか。また、公表されているものと公表されていないものがあるとすれば、公

表に関しての基準があると思いますので、その基準をお知らせいただきたいと思います。

また、迅速にその時々の変化に対応できる手法である要綱等ですので、それだけに内容

の評価、チェックが大切かと思います。それらのチェックをどのようにしているでしょ

うか、お知らせをいただきたいと思います。

以上で１回目の質問を終わらせていただきます。よろしくお願いします。

○議長（橋本五郎君） ８番金谷道男君に対する答弁を求めます。栗林市長。

○市長（栗林次美君）【登壇】 金谷道男議員のご質問にお答え申し上げます。

質問の第１点は、行政改革についてであります。

今回の市民評価は、施策が市民の日常的な問題意識に合致しているかどうかを検証し、

その結果を今後の事業遂行に反映されることを目的に実施いたしました。

アンケート項目は、総合計画の柱を１１分野に分け、新規を含む主要事務事業の中か

ら各分野毎に２ないし３の事業を選択し、評価をお願いしたものであり、４２７人の皆

様から回答をいただいております。

アンケートを実施するにあたりましては、市民の方に予算ベースでの事業費や事業内

容がわかるように市の取り組み状況を簡潔にまとめた質問形式とし、事業内容がわかる

よう配慮したところであります。

評価の結果は、議員の皆様にも配付させていただいておりますが、３段階評価で１１

の分野の現状の満足度ではＡ評価が８分野、Ｂ評価が３分野、事業の有効性では２６事

業のうちＡ評価が１８事業、Ｂ評価が８事業となっております。



- 136 -

自由記載欄の市民の意見として、「生活に直接関わりのない項目の内容がわかりにく

い」、あるいは「役所で今何に取り組んでいるかがわかる良い機会だ」、あるいは「駅

前区画整理、まちづくり事業の進捗状況が知りたかった」等４２２の意見をいただいて

おり、今後の参考にさせていただきたいと考えております。

次に、内部評価につきましては、職員一人一人が達成目標を明確にし、最小の経費で

最大の効果を上げているか等の点検、検証の手段として必要であると考えておりますが、

内部評価である事務事業評価につきましては、全国の自治体で様々な手法により取り

組んでいる状況にあり、市といたしましては先進自治体の取り組み状況等を参考に、効

率的・効果的な評価手法、特に事務に負担がかからないシステムを構築してまいりたい

と考えております。

平成１９年度予算編成にあたり、補助金が住民ニーズに対応しているか等について担

当者自らが評価する補助金評価票の提出を求めたところでありますが、必ずしも適切な

評価がなされているとは判断し難く、内部評価システムの構築とあわせて評価を行う職

員の意識向上にも努めてまいりたいと存じます。

市民評価を予算編成にどのように活用したかでありますが、厳しい財政事情の中で、

市民が何を求めているのか、市民評価を参考とし、事業の優先度、予算の重点配分に配

慮したところであります。

また、特定分野の事業について「事業内容がわからない」との回答が多いことから、

新年度予算の主要事業について市民の皆様にご理解いただけるよう、事業内容について

の説明書、タイトルは「夢のある田園交流都市大仙の創造を目指して」を作成いたしま

して全戸配布する計画であります。

なお、市民評価につきましては、平成１８年度のアンケートに回答していただいた方

のうち、事業実施後のアンケートにご協力をいただけるとした３９１人の皆様に、前回

の内容に１８年度の実績見込み等を追加し、再調査を実施する予定であります。

質問の第２点は、市のＡターン対策についてであります。

議員ご指摘のとおり、私も地域の活力の源は人であり、人づくりであると考えており

ます。

ご質問のＡターンとは、ご案内のとおりＵターン・Ｊターン・Ｉターンのすべて、

オール（ＡＬＬ）ターンと秋田（ＡＫＩＴＡ）を組み合わせた愛称であります。

これまで県では若年者の雇用対策や県出身者を主な対象としたＡターン就職促進事業
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などの定住支援策に取り組んでおりました。

ちなみにＡターン登録者は、平成１９年１月末現在で全県で１，４９６人、本市では

７３人となっております。

しかしながら昨今では高度経済成長に貢献してきた、いわゆる団塊の世代を中心に、

中高年層が定年退職を迎える、いわゆる２００７年問題といわれる現象が始まろうとし

ております。この世代は首都圏だけでも約１８０万人にのぼるといわれており、その多

くはかつて地方圏から首都圏へ移り住んだ人たちであります。各種アンケートでも退職

後は地域社会に貢献したいという意識が強いほか、セカンドライフを新たな地で過ごそ

うとするふるさと回帰志向の強いことが数値に表われております。

県では、少子高齢化や若年層の県外転出等に伴う人口減少問題に対応するため、首都

圏在住者を対象に、交流から移住・定住へ導くことにより地域の活性化を図ることを目

的に、昨年の１２月に秋田県定住促進プランを策定しております。

具体的施策として５００万人の観光客誘致、これから派生しまして１０万人の２地域

居住の促進、そして３万人の定住促進の３段階のシナリオによって交流人口や定住人口

の増加を図ろうとするものであります。

また、具体的取り組みとして市町村に空き家情報の提供、滞在型市民農園等の整備、

定住後のサポート態勢の整備を挙げております。

先駆的事例として横手市や美郷町では、各ホームページ上にそれぞれ「横手市定住応

援ページ」、あるいは美郷町では「空き家・空き地等情報」の掲載があります。

当市といたしましても観光客の誘致はもちろんでありますが、空き家等の情報につい

ては昨年の豪雪の際に調査したデータがありますので、各種情報として提供するまでの

課題を検討してまいりたいと思います。

また、滞在型支援農園の整備やサポート体制については、観光事業の中でグリーン

ツーリズム等の農業作業体験事業の拡大が可能かどうか関係機関と検討し、取り組みの

障壁となっている規制や課題を十分把握した上で、他の自治体とは違った大仙市として

の潜在的魅力を十分引き出した特色のある施策を展開できるよう検討してまいりたいと

考えております。

なお、太田地区にあります農業情報センターも関連があると思います。ここには１９

年度、３名の研修生の方をお迎えすることにしておりますけれども、条例上は定数５名

となっております。立派な施設がありますので、指導体制を確立することによって７名
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ぐらいの受け入れは可能だと言われておりますので、若い農業者、あるいは都会から田

舎で農業をしたいという志向もかなりあるようでありますので、そういう人たちを含め

た受れ体制ができることも含めて具体的に検討してみたいと思っております。

質問の第３点、要綱・要領等の制定数と公表及び内部評価に関する質問につきまして

は、総務部長から答弁させていただきます。

○議長（橋本五郎君） 答弁を求めます。老松総務部長。

○総務部長（老松博行君） 質問の第３点は、要綱・要領等の制定数と公表及び内容評価

についてであります。

はじめに、要綱・要領等の制定につきましては、平成１８年１２月２５日現在で例規

集に登載しているものは４１２件であります。すべて市のホームページで公表いたして

おりますが、平成１８年中に制定・改正及び廃止したものは７８件となってございます。

一方、執務手順の詳細を定めたり、あるいは例規の運用に際して事例を集積させるこ

とによって基準を体系化したものなど、いわゆる内規として取り扱っている例規集に登

載していないものにつきましては、その数及び公表の実態につきましては現在把握いた

しておりません。

しかしながら、行政処分に関わる内規につきましては、行政手続法及び行政手続条例

に基づきまして、現在、一定の様式により公にするための作業を進めております。

また、それ以外のものにつきましては、公表に関する基準を特別に現在定めてはおり

ませんが、行政運営の透明性の向上、公正の確保という観点から、積極的に公表すべき

ものであるというふうに考えております。

次に、要綱等の内容の評価、チェックにつきましては、各担当部署におきまして社会

情勢の変化や住民ニーズに対応し、適宜必要な見直しを行われているものと理解してお

りますが、今後ともなお一層職員が問題意識を持って事務を執行するよう指導してまい

りたいというふうに考えております。

以上であります。

○議長（橋本五郎君） ８番、再質問ありませんか。はい、８番。

○８番（金谷道男君） 大変私の何か質問の意図をわかっていただけて大変ありがとうご

ざいます。特に農業振興情報センターのところを活用しての定住の絡みのことについて

は、私もそこまでちょっと考えておりませんでしたけれども、そこまで市長考えている

ということは大変有り難いと思っております。
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内部評価のことについてちょっと申し上げたいと思います。

昨日、市長の答弁の中で、職員に非常に厳しい財政状況を説明したにもかかわらず歳

入歳出の予算要求の際に５０億円のギャップがあって大変苦慮したというような発言、

答弁があったんですが、私はそれはもしかすれば裏を返せば事務事業の評価が職員の

方々の中でそういう雰囲気になっていないのではないかなと、そんなふうに感じており

ます。

市民による行政評価は当然大切なことでありますし、これは是非やっていただきたい

のですが、同時に私は内部の執行評価といいますか、そういうものをやはり時間を置い

て検討してこの後どうのこうのということではなくて、やはり１９年度から私はしっか

りやっていっていただきたいなと思います。予算要求したときに、当然その予算の効果

なり目標設定なりはちゃんとしているから予算要求したのだと思います。ならば当然そ

の後の事後評価というものも当然やっぱりやっていかなければならないのではないかな

と、それがなければなかなかこれから厳しい財政事情の中で事業を取捨選択していくと

いう状況であります。そういう根拠としては、やはりそういう行政評価みたいなものを

やっぱりやって、それを市民に公表することによって市民の方々から選択してもらうと、

やっぱりそういう方向になっていかないとなかなか１９年度・２０年度、予算案ができ

なくなるんでないかという昨日からのいろいろ質問出ておるようですけれども、私も本

当にそうだと思います。この状況はやっぱり一緒に共通の認識でやっていかなければな

らないのでないかなと思います。それで、その事務事業の評価について私がどうのこう

のというようなものではないかもしれませんけれども、実施にあたっては、やはり是非

職員一人一人がそれに関わるという方向でお願いしたいし、そしてまた、どういう視点

でそれを評価していくときには絶対市民のためのより良いサービスの方法、あるいは仕

組みであるのかということを点検を普段、とにかく日常普段継続的にやっていっていた

だきたいなと思います。日本は産業では世界に冠たるテクニックを持っているというこ

とで言われております１つに改善という、日本話が国際語になったこともありますけれ

ども、トヨタが初めてやったというようなことですけれども、やっぱりそういうことを

是非自治体の中でも日常の業務の中でやっぱりより効率的にやる、そして市民のサービ

スをより充実させていくというような方向でぜひ考えていただきたいなと思っておりま

す。たぶん現在、大仙市の事業というのは、私、１７年度の決算細目ちょっと数えたん

ですが、概略ですけれども８７０ぐらいの事業があるようであります。１９年度ちょっ
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と数えておりませんけれども。やっぱりそういうことの一つ一つやっぱり点検すること

が予算のより効率的なものになっていくんでないかと思いますので、そこら辺の取り組

みをどう考えているかということを是非一点お尋ねをしておきたいと思います。

それから、定住については私、確かにいろいろ問題あるし、やることについては今す

ぐは厳しいかもしれませんが、是非ゼロベース予算という話、大変出ております。私も

良いことだと思います。ただ、ゼロベース予算といいますけれども、私から言わせれば

そうでなくて、やっぱり一番大事な給料を使った職員のコストがあるわけで、これは何

よりも大事なものでありますので、その知恵を生かして、是非良いアイデアを、ゼロ

ベース予算の中にそういうものが出てくるようなそういうような方向にしていただけれ

ばいいなというふうに思います。

それから、最後の事務事業のことについてですけれども、私実はこれ、何かの要綱の

ときに運用がどうのこうのということで特定のものについて言ったのではないのですが、

実は往々にしてあります。実際に窓口で要綱がこうなっているからだめというような言

い方、言われ方で終わってしまっているということが実はある、私はあると思っていま

すし、実際に見てもいます。それから、予算に上がったいろんな事業、補助事業等もあ

ります。今回も補正予算の中に、１８年度の補正予算の中に、いわゆる不用額として減

額補正で出てきたものの中にも補助事業関係のものがあります。事業を執行した後で私

は目的達成して残るのは非常に良いと思うんです。それは是非そうしてほしい。ただ、

その要綱そのものが実は実際にそれを使いたい方々との意識の乖離があって、使いたい

けれども使えないというようなものがそのハードルとしてあるとすれば、やはりこれは

ちょっと問題ではないのかなと思っています。そういう意味でこの後、総務部長の答弁

の中でもしっかり内容をチェックしていくというような話でしたけれども、やっぱりそ

れを実際に担当するのは本庁でしょうから、しかし執行するのはたぶん総合支所あたり

が結構使うことになると思います。そこら辺でやっぱり担当者の方々と企画をする側が

きっちりとやっぱり連携を密にして同じ意識でやっていってほしいなと思いますし、そ

れから、同じ方法がこの広い大仙市の中で同じ基準ですべてのものができるとも考えに

くいと私は思っています。であればこそ現場の方々との連携をやっぱり密にした中で

やっていっていただきたいな、いろんなところにそれがあるんでないかなと。地域枠予

算再三出ていますけれども、地域枠予算のやっぱりそういう根拠、当然これも要綱・要

領で根拠を持ってやることになると思いますので、やはりそこら辺のところもしっかり
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していってやっていっていただきたきたいなと、そんなふうに思っております。

とりあえずまずそういうことで、先程の内部評価のことについての取り組みについて

のことについては再度ご答弁をお願いします。

○議長（橋本五郎君） 答弁を求めます。栗林市長。

○市長（栗林次美君） 金谷議員の再質問にお答えいたします。

この外部評価、市民評価については、比較的取り組みやすい課題ですが、内部評価に

ついては、いろいろ調べて試みとしてやっておりますけれども、なかなかこの難しい課

題が多いようであります。旧大曲市長時代からこの問題に取り組んできましたけれども、

内部評価を下手な形でやりますと相当日常の仕事に負荷がかかってかえって混乱してし

まうという実例も多いようであります。そうした意味で慎重に入ろうということで様々

な自治体の事例なども参考にしながら、この実際の仕事に負荷のかからない方法がない

のかなということで鋭意検討を深めているところであります。何とか１９年度中にス

タートさせたいということで１８年度からずっとこの検討を深めておりますけれども、

なかなか全体の評価制度が固まらなかったものですから、一部補助事業の関係について

部分を取り出してやってみたんですけれども、なかなかうまくこれもいかなかったとい

うことで、もう一度どういうふうな形にできるのかどうか検討をして、できれば１９年

度中にスタートさせたいという考え方で検討を深めてまいりたいと、こういうふうに

思っています。この問題は議員ご指摘のとおり予算編成の問題でも申し上げましたけれ

ども、様々そういう状況が職員に浸透していないという問題、これ等も共通するわけで

ありまして、この要綱・要領の問題についても、いわゆる本庁の企画する関係の課と実

際に実施する支所の課の連携が不十分であったりする場合がまだあるようであります。

やはりそういう連携、つながり、そういった面でもこの内部評価のシステムを早く確立

をして、実際仕事をしてどういう目標で結果がどうだったのかということをやっぱり内

部できっちり評価して、それを外部評価とあわせて様々な施策の展開の中に生かしてい

かなければいけないということであろうと思いますので、これは両方関連しますので大

きな課題として検討を急ぎたいと、こういうふうに思っております。

○議長（橋本五郎君） ８番。

○８番（金谷道男君） いずれしつこいようで大変恐縮ですけれども、やはり厳しい財政

の中では何をどうやっていくのかということの根拠となるのが、やはりそういう業務の

評価、一つ一つの業務の評価かと思います。それに関連した要綱・要領ということにな
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ると思いますけれども、是非１９年度にそういうような方向で検討をして実行していた

だけるようにお願いをして私の質問を終わらせていただきます。

○議長（橋本五郎君） これにて８番金谷道男君の質問を終わります。

次に５番藤井春雄君。はい、５番。

○５番（藤井春雄君）【登壇】 おはようございます。

５番、市民クラブの藤井春雄であります。私からも質問をさせていただきます。

今、開会中の国会が格差是正国会と言われているように、格差是正問題が大きな焦点

になっているようであります。国会で議論されている問題ですから地方での議論はなじ

まないとか中央での議論結果を待ってという考えもあるでしょうが、地方にとっても避

けて通れない待ったなしの問題が多くあるのではないかと考え、あえて取り上げさせて

いただきたいと思います。

一言に格差と言ってもその定義づけは難しい問題だと思いますが、安倍総理は結果で

はなく機会の不平等で生じた差が是正すべき格差であるという認識のもとに、格差があ

ると感じている人たちがいるのであれば、また、頑張っても生活が向上しない地域があ

れば、そこに政治の光を当てていくとし、なかなか時代についてゆけず格差を感じてい

る人に対しては職業の訓練や就業支援など機会に満ちあふれた社会にしていくという考

え方を示しているようであります。いつの時代でも格差があるのは当然だという言い方

も一部にはあるようですが、個々の努力が足りなかった、あるいは怠ったということで

自己責任を問われることは別にしても、時代の流れや社会の諸制度、仕組みの中で格差

が生まれ拡大することに対し、是正への手だて、対策が必要だという認識では共通のも

のになってきているのではないかと思います。そのような意味で格差是正のために地方

は地方なりにもの申すべきは申し、地方でできることは地方で取り組むことが必要なの

ではないかと考え、以下質問をいたします。

まず、中央・地方の格差問題についてであります。

この問題は、経済、雇用問題、少子高齢化問題等々をはじめあらゆる問題が錯綜し、

一口で論ずることは不可能な問題ですが、最近の急激な変化を見れば仕方がないでは済

まされない状況だと危機感を持つのは私一人ではないと思います。最近の朝日新聞に

「東京が壊れてしまう」というタイトルで一極集中問題が取り上げられていましたが、

その記事によれば、東京圏と言われる東京・千葉・埼玉・神奈川の１都３県には０１年

以降、毎年１０万人を超える人口流入があり、最近それが増大し、０６年、昨年は１３
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万人を超えた模様だと報ぜられておりました。また、この間発表された今年の県内高校

生就職内定率を見ると、就職内定率は高かったが県内就職者の割合は５６．３％と平成

に入ってから最低の状況で、若者たちの地元離れに歯止めがかからなかったようであり

ます。さらに２月２０日の新聞でしたが、全国で２，６００余りの集落が消滅の恐れと

いうショッキングな報道がありました。まさに都市との格差拡大の象徴的な問題だと思

います。古くから「水は低きに流れるが、人は人、金、物の高きに向かって流れる」と

いわれていますから、現状の一極集中がこのまま続く限り、地方が努力しても、いくら

もがいても格差拡大に拍車がかかるのではないかと危惧するものであります。

私は、格差の現況は中央・地方の格差にあるのではないかと考えていますが、この２

年間、新生大仙市の一体化を目指した新しいまちづくりを進めてこられる中で、この中

央・地方の格差問題をどのようにとらえられておられるのか見解等についてまずお聞か

せいただきたいと思います。

２つ目は、正規職員と非正規職員との格差問題についてであります。

先の１２月議会においても何人かの方々から協働参画や処遇問題という立場から質問

があり、非正規職員に対する市当局の考え方に出されていますが、私は格差問題という

立場から市の臨時職員やパート職員問題について触れさせていただきたいと思います。

今、労働法の改正などを含めて非正規雇用者の格差是正問題が取り上げられ、当市で

も常時５００名を超す非正規職員を雇用しているそうでありますから、その対応が注目

されているところではないかと思います。しかし、例えば１２月議会で答弁がありまし

たように、正職員と同じ仕事をしている臨時職員でも正規の試験を受けるとか、採用の

経緯や仕事の責任などで格差が出るのは当然だという認識では、いつまでたっても格差

の解消にはつながらないのではないかと思っています。先の議会での当地域での雇用状

況でも非正規雇用者が増加していることが報告されましたが、その是正のために範を示

すことにもならないのではと思います。行政需要が高まる中、財政事情や正規職員の削

減計画などもあり、人件費抑制は避けることのできない課題であることは承知していま

すが、公の機関が経営効率を重視するあまり格差拡大の先導役を果たすことなどはあっ

てはならないことだと思います。確かに格差是正を目指しながら経営効率も財政事情も

両立させるという二兎を追うわけですから大変難しい課題であることは間違いありま

せんが、例えば現在検討が進められている法人化などでは臨時職員の正職員化が進むこ

とにもなるわけですので、組織や業務全体の見直しを含め、お互い知恵を出し合えば格
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差是正につながる方策も見出せるのではないかと考えますが、いかがでしょうか、見解

等承りたいと思います。

次に、フッ素洗口と教育問題についてお伺いしたいと思います。

かって大曲市当時からフッ素洗口の可否をめぐっていろいろ議論のあったところです

が、今年度から条件の整った学校から逐次実施をすることになったようであります。こ

の実施にあたっては、先生方で組織をしている教職員組合や一部父兄の間からもその安

全性に対する疑問をはじめ、学校教育と衛生管理のあり方など課題が未整理のまま実施

されるのは反対であるという強い意思表示がなされていたこともご案内のとおりであり

ます。

一方、市内歯科医師会の先生方は、虫歯予防のために幼児期からのフッ素洗口は効果

があり、健康増進目標である８０２０運動、８０歳まで２０本の歯を残すというために

も有効であるとの立場で市に対しても積極的な提言があったと伺っております。

このように市民の考え方が二分する問題ですので、市当局もその選択に苦労があった

ことと思いますが、市長は反対をされておる教職員組合の代表の皆さんとお会いになり、

市の考え方を話されたと伺っております。その結果は基本的な考え方についての一致は

なかったものの、実施にあたって教職員組合から要望のあった幾つかの点については市

長からも受け入れられるものだという見解の表明があったと伺っておりますので、教職

員組合の側も市当局の誠意はそれなりに受けとめておられるのではないかと思います。

言うまでもなく議会は公の機会であります。教職員組合の皆さんからどのような要望

があり、市当局はどのような見解、考え方を示されたのか、市民の皆さんからの判断を

願うことも欠かせないことだと思いますので、以下、要望の確信部分について申し上げ

ますので、当局の見解をこの際明らかにしていただきたいと思います。

１つは、フッ素洗口の保護者説明会では様々な意見、メリット・デメリットのあるこ

とをきちんと伝え、保護者が納得の上で選択できるようにすること。２つ目、保護者、

学校、学校歯科医、三者の同意が得られてから実施すること。３つ、学校の安全管理上、

学校には薬剤は置かない。学校では薬剤を希釈しない。希釈というのは薄めないという

ことだそうであります。４つ、万が一問題が発生した場合の危機管理体制構築と責任の

所在を明確にすること。５つ、市民ニーズや実施の必要性など状況の変化を的確に把握

し見直しもあり得るという姿勢を明らかにすること。以上であります。

次に、フッ素洗口問題と学校のあり方ということになると思いますが、この問題の基
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本はフッ素の安全性ということになりますが、すぐれて化学的な問題なだけに私たち素

人は避けて通るしかありませんが、教職員組合の皆さんが問題視するもう一つの背景に

は、何もかも学校ではやりきれないという日常の不満があるのではないかと思います。

秋田民報の今年元旦号に細谷昭雄先生の「子育ての役割分担を－私の教育改革論」とい

う提言が載っていました。その中の「学校は元気を取りもどせ」という小見出しに「問

題の第１は現場が忙し過ぎることだ、郡市教職員の平均的在校勤務時間が朝８時から夜

８時のなんと１２時間であるということを父兄や教育委員、文科省の役人は承知してい

るのだろうか」という一説があり、さらに「学力だ、しつけだ、いじめ、子どもの安全、

すべてのことを学校に持ち込まれて金属疲労寸前であがいているのが今の学校の実態で

ある」と述べられています。学校現場のこのような状態に、さらに世情いろいろと問題

視されている健康管理問題まで持ち込まれてもかなわないというのが率直な気持ちでは

ないかと思っています。加えて、教育改革は急務の課題だとして、いわゆるゆとり教育

から学力重視に軌道修正が図られるようであります。細谷先生が結論的に述べられてい

る「どんな仕事でも心と体にゆとりがなければ人には微笑みは生まれない」ということ

ですが、フッ素洗口問題で微笑みを見出せない背景は、その学校現場のゆとりのなさな

のではないかと思うのですが、教育長の見解とその対策について承りたいと思います。

最後になりますが、職員給与の引き下げ問題についてであります。

昨日、詳しい説明がございましたので、そのいきさつ、経過や、また、考え方につい

ては一定程度理解できましたが、私からも一つお願いをしておきたいことは、労使関係

を大事にしてほしいということであります。財政事情が厳しければ厳しいほど職員の皆

さんからも我慢をして仕事をしてもらわなければならない状況も多くなるだろうと思い

ます。現にゼロ予算事業などというこれまでには考えられなかった事業も多くなってい

ます。しかし、職員の皆さんも勤労者であり、生活者でありますから、職員団体などを

通じ、給与をはじめ労働条件を引き上げるためにいろいろと働きかける運動をする権利

を持っていることも申し上げるまでもないことであります。公務員という立場ですから

労働基本権に一定の制約はあっても、給与決定システムなどその代償金措置は十分に機

能させるよう求められていることも当然なことであります。県が行おうとしている５％

カット案について県議会での応答を新聞などで見ましても、「闇討ち的な行為だ」とか

いう激しい批判まで出ているようでありますし、少なくとも給与決定にあたってこれま

で踏まれてきた手続き、つまり国の人事院勧告が出される、それを受けて県の人事委員
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会勧告が出る、これをもとに県なり各地方団体が協議決定するという第三者機関による

勧告制度というシステムは尊重されなければならないものだと思います。労使ともに財

政事情の厳しい現状認識に変わりはないだろうと思います。お互いその打開のため、当

面どのような方法があり、何ができるのか真摯に話し合ってほしいものだと思います。

その中から必ずや解決策が生まれるだろうと確信しているものであります。もちろん私

たち議会も、またその話し合いを見守りながら、同時に市財政のあり方を含めて真剣な

議論をしていかなければという思いを深くしているところでもあります。

以上で私の質問を終わります。ありがとうございました。

○議長（橋本五郎君） ５番藤井春雄君に対する答弁を求めます。栗林市長。

○市長（栗林次美君）【登壇】 藤井春雄議員のご質問にお答え申し上げます。

質問の第１点は、格差問題についてであります。

国においては、前小泉政権が構造改革路線を進めた結果、所得格差や都市と地方の格

差が広がったと指摘する声が増加したことを受け、当時の総理自身が「格差がない社会

なんてあり得ない。格差を認め、力を発揮できる社会が望ましい」と格差批判に反論し

たことを記憶しております。また、今通常国会において安倍総理の「是正すべき格差」

があると発言していることからも、是正すべき手段を講じなければならないと思うのは

議員と同じくするものであります。議員と考えを同じくするものであります。

さて、格差の定義につきましては、高速道路等の整備のような社会インフラ整備上の

格差、都市等への人口移動による過疎・過密による格差、また、求人率・失業率・所得

水準など雇用・所得局面における格差など考えられますが、今国会においては労働法制

の見直しに関わる部分が主要議題となっているようでありますので、この問題を中心に

お答えしたいと思います。

日本経済全体では、いざなぎ景気を超えた景気の拡大により、先日は金利の引き上げ

が行われ、なお拡大基調にあると言われております。しかしながら有効求人倍率を見た

場合自動車や電機、情報技術産業が活発な県が伸びる一方、地場産業が不振で公共事業

への依存度が高かった県が低迷し、雇用が改善している県でも増えているのはパートや

派遣などの非正規の雇用形態を持った企業のようであります。

さて、合併後およそ２年を経過した大仙市に目を向けたとき、インターネットなどの

情報技術の活用や物流については比較的差はないように感じます。しかしながら、企業

活動においては、首都圏の大企業と比較すると、中小企業や零細企業は停滞感が払拭さ
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れず、好景気の実感はほとんどないように感じますし、地価の動きを見ても下落に歯止

めがかかっていないように感じます。また、有効求人倍率が１を超えない状況が続いて

いることから格差は現実にあると認識する必要があると考えております。

市といたしましては、市内企業に対しまして中小企業振興設備資金融資利子補給金や

雇用助成制度を活用していただいて、引き続き若年者の雇用機会の拡大を図るとともに

高付加価値型の企業誘致に結びつける活動を促進してまいりたいと存じます。

また、地域の資源を生かした農業や観光などの産業振興を支援し、雇用の創出を図り、

あわせて就業者の住宅や教育等定住施策を推進し、雇用環境・職場環境の改善・向上を

強力に推進してまいりたいと考えております。

なお、社会インフラの整備につきましては、引き続き関係機関に粘り強く働きかけ、

その改善を図ってまいりたいと考えております。

次に、正職員と非正規職員の格差是正につきましては、雇用する側、雇用される側の

賃金や身分保障の関係等から大変難しい課題であると認識しております。

現在、市では臨時・嘱託職員を合わせ５００名余りの非正規職員を雇用しております。

この非正規職員の問題につきましては、一定のルール、基準を設け、仕事上の戦力とし

ての位置づけをしていく方向で改善を進めているところであります。

市は地域の先導役として率先して格差是正をする立場にあることから、平成１９年度

においては学校給食センターの調理員を大仙市学校給食協会の正職員として雇用をお願

いしているところであり、また、平成２０年度からは介護福祉施設と保育園、幼稚園の

臨時職員を引受法人の正職員として採用していただくよう働きかけることとしており、

安定した雇用に向けてこうした取り組みを続けていきたいと思っております。

成果が表われるまでにはある程度の期間がかかりますが、こうしたことによりまして

約半数の非正規職員が正規職員となることができ、徐々にではありますが格差是正が図

られていくものと考えております。

今後は、議員ご指摘のとおり組織や業務の見直しや関係部署等の協議などを行い、創

意工夫を図りながら格差是正につながる方策を検討してまいりたいと考えております。

質問の第２点は、フッ素洗口と学校運営についてであります。

はじめに、フッ素洗口につきましては、虫歯の多い本市の現状を踏まえ、その予防策

として健康大仙２１計画が示しているように、来年度から健康増進センターを実施主体

として子どもたちの歯の健康増進を目的に、保育所、幼稚園、小学校の幼児・児童のう
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ち、保護者が希望する子供に対してフッ素洗口に向け取り組むことにしております。

本市の全保育所、幼稚園の幼児につきましては、既に県の事業を活用して「お口ブク

ブク大作戦」で週５回のフッ素洗口を行ってきており、これまで特に問題が生じていな

いため、同じ方法で継続したいと思っております。

新たに始める小学校につきましては、先進地である新潟の小学校の視察結果から、朝

の時間帯に週１回行うことが最も学校現場に負担のかからない方法であると考え、現在、

角間川小学校、内小友小学校で本市のフッ素洗口マニュアルに基づき試行しながら改善

点を明らかにし、１９年度からの本格実施に向けて進めているところであります。

教職員組合からの要望につきましては、薬剤を校内に保管しないこと、洗口液を校内

で調剤しないことを最重点課題に、医師会、歯科医師会、薬剤師会等の先生方とも検討

を重ね、薬局で処方し、学校に配送する方向で検討しているところであります。

その他の要望事項につきましても議員ご指摘のとおり、学校歯科医の指導のもとに、

学校、保護者の理解が得られるよう説明会を開催し、保護者の理解を得ながらフッ素洗

口を行うとともに、実施後も歯科医師会等の指導のもと、安全管理に十分注意を払いな

がら、常に改善するという方向で進めてまいりたいと考えております。

質問の２点目の学校現場の多忙の現状、微笑みを見出せない背景に関する質問につき

ましては教育長から答弁させていただきたいと思います。

質問の第３点目の給与の引き下げ問題についてであります。

先日来、各議員のご質問にもお答えしておりますけれども、ダブるかもわかりません

けれども改めてご説明申し上げたいと思います。

職員の給与削減につきましては、職員団体との協議が必要であることは十分認識して

いるところであります。

今回の予算編成では、昨年１０月に開催した１９年度当初予算編成の説明会におきま

して、歳入一般財源が大きく前年を下回る見通しから、大変厳しい予算編成になると説

明しております。

また、予算要求額がまとまった今年１月には、要求額の収支ギャップが約５２億円も

の膨大な額になっていることから、その調整案の１つとして職員人件費の削減について

も検討を要するとの方針を掲示板に掲載し、職員に知らせたところであります。

その後、予算編成の過程、予算査定の過程で、できれば給与の削減は回避したい、で

きるだけ回避したいという考え方からその調整に時間を要したものでありますが、結果
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的にどうしても給与削減に踏み切らざるを得なくなった時点で職員団体に申し入れを行

いました。そうした中で時期的には職員団体に対する話が遅くなったことにつきまして

は率直にお詫びを申し上げる次第であります。その後、職員団体とは鋭意団体交渉を断

続的に、継続的に進めておりますので、合意に向けた話し合いを鋭意継続しながら会期

末まで職員団体との合意を得たいと思っているところでありますので、ご理解を願いた

いと思います。

○議長（橋本五郎君） 答弁を求めます。三浦教育長。

○教育長（三浦憲一君）【登壇】 学校現場のゆとりのなさについてでございますが、近

年、教職員に課せられた仕事は議員ご指摘のとおり、子どもの学力向上にとどまること

なく、例えばいじめの問題や問題行動等に対応する生徒指導、あるいはニートの問題等

も含めました職業選択に関する進路指導、あるいは学校内外の安全対策、行事や生活習

慣の変化等、家庭や地域社会との連携なども多様化してきているのが実情でございます。

市教育委員会といたしましては、学校規模や校種間による若干の差はございますが、

教職員の多くが多忙の状況にあるというふうに認識はしております。

これまでも県の教育委員会の方では、例えば研究指定校を休止するとか、部活動休止

日の設定だとか、あるいは会議や調査物の削減・整理等、あるいは市教育委員会の方で

は諸会議の見直しだとか、学校校務分掌の組織の見直しへの助言だとか、あるいは３学

期制から２学期制を導入することによりまして行事の精選等を図り、子どもとの触れ合

う時間の確保だとか、あるいは学校教育の活性化と充実を図る、そういう環境づくりに

は大分努力してまいりました。

しかしながら、やはり学校の役割が増大しているということの現状であります。そう

いう意味で教育関係機関が一体となった取り組みが一層求められるようになってまいり

ました。先頃、県の教育委員会、市町村教育委員会、あるいは小・中学校校長会、中学

校体育連盟、スポーツ少年団、職員団体の各代表による懇談会を開いております。現状

の把握と今後の多忙化改善に向けた方向性について意見交換を行ったところでございま

す。この中で、やはり学校の役割を明確にすべきだと。そして学校を開くべきだと。そ

の取り組みについて保護者からの理解を得ていく必要性がある、そういうことなどが今

後検討すべき視点として示されたところでございます。

市の教育委員会といたしましては、各学校の職場環境がやはり小規模から大規模校ま

でいろいろ異なる現状を踏まえまして、一律な対応では速やかに多忙化を解消するには
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難しい状況にあるというふうに認識しておりまして、今後もやはり懇談会等の意見を踏

まえながら、やはり子どもたちの基礎学力と成長保障を低下させないような、そして先

生方の健康な職場づくりに向けた取り組みを一層進められるよう、あらゆる手段を尽く

して支援してまいりたいと思っております。

以上であります。

○議長（橋本五郎君） ５番、再質問ありませんか。

○５番（藤井春雄君） ありません。

○議長（橋本五郎君） これにて５番藤井春雄君の質問を終わります。

次に７番佐藤孝次君。

○７番（佐藤孝次君）【登壇】 新生会の佐藤孝次であります。昨日からの質問で、２番

目の農業振興に関わる問題については、関わりの答弁もあったところでありましたが、

改めてご質問申し上げますのでよろしくご答弁をお願い申し上げます。

はじめに、イオンスーパーセンター進出とその取り扱いについてを質問申し上げます。

昨年第３回定例会に向けてイオン大曲ショッピングセンターの進出に反対を旨として

請願書が提出されました。これを受けて私ども企画産業常任委員会では、その取り扱い

について審査をいたし、様々な切り口、観点から、あるいは当局の意見を求め、あるい

は資料をいただき議論をいたしましたが、一度は継続審査とし、閉会中の１１月７日、

再審査を行い、結果、その請願願意を妥当と認めず不採択とした経緯があります。そこ

に至ったポイントの１つに、重大な影響はあるが進出やむなしとした大曲商工会議所と

しての意見もあったことだと思っております。

先の市長の市政報告において、「（仮称）イオンショッピングセンターについては地

域と共存できるショッピングセンターであるよう要望書を提出しております」との記述

でありますが、それら要望事項に対する回答があったかと思いますので、そのお知らせ

をいただきたいと思います。

報告記載の地元雇用の確保、騒音や防犯等への配慮、地域産品の積極的取り入れ、テ

ナントの入店時の配慮、あるいは地域社会との連携、協力等は消費者としての市民は好

意的な受けとめのできるものと思いますが、事業計画の変更であるとか売り場面積の大

幅な増加となると、当初計画をもって重大な影響はあるが進出やむなしとした商工会議

所の、まさに苦渋とも言えるその決断は根本から覆ることになるのではないかと思いま

す。現時点での一早い事業確認と変更があったのであれば、改めて商工団体や商店街の
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方々からの同意、あるいは理解を得るための方策が必要なのではないかと考えられます

が、地域と共存としたどこに行き先を求めるのか市長の見解をお伺いします。

次に、農業振興についてお伺いをいたします。

新たな経営安定対策として求められた農業経営改革、昨年来、県、市、また、ＪＡと

農業団体が全力を挙げてその指導にあたってこられたわけですが、当の農家は施策の急

激な変化を飲み込めずに右往左往の一年だったのではと思います。私も地区内集落の催

した説明会に出向いたことでしたが、決まって返ってくる質問が、何がメリットで何が

デメリットかということでありました。いや、当面は現状よりも手当されるという意味

でのメリットはない。むしろ、取り組まないことでの不利益が今後大きく表われるもの

と答えてきたことでありました。

昨年当初、市では５０の経営体、１，０００の認定担い手農家を誕生させることを目

標に掲げ、その対応にあたってきたことですが、今年１月末現在、この部分ですが、実

は昨日、２月末現在で発表のあったところでして、数字としてはさらに増えているとい

う認識でありますが、まずは１月末現在、法人組織２２、準備中のもの８、集落経営体

２７、準備中が３４、個人担い手として１，３６５戸の認定農家中４ｈａ以上の要件規

模達成農家が７８３として、４月２日以降３カ月間の制度加入申請時を待つということ

のようでありますから、数字上からも関係職員の皆さんの頑張りが表われたことだと評

価できるものと思います。しかしながら、農家にとって大きな不安が頭をもたげるのも

事実なのであって、前途多難の船出なのかと思えるのであります。

平成１１、２年のころ、それまで農地の３割程の転作を地力増進作物として対応した

り、あるいは額縁田んぼとして畦際を植えずにその面積を消化しようとだけ考えられた

ことも一時期あったのですが、それではだめだと。大豆、小麦等の土地利用型作物を取

り入れて少しでも多くの所得を得るべきと進めてきた経緯ということであって、それが

およそ定着した結果、大豆の作付け、また、生産量が飛躍的に増加したと言えるものだ

と思います。いわば米プラスαという複合経営の成立ということであります。ただ、そ

れとても大豆についた転作奨励金、また、各種加算金を入れ込んでの話だったわけです

が、そしてそれが数年を経た今対策においては、米プラス大豆をむしろベースとして、

さらにαを求める、そのことによって初めてそれぞれ経営体の運営継続が、また参加農

家個々の生活が確立できるのではと考えられるのであります。αが何であるかの見極め、

作付け肥培管理技術の会得、また、αをきっちり換金せんがためのシステムをつくり出
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す必要があるのだと思います。無論、農家としてすべて自らの飯だねであるわけですか

ら、自らの手で追求しつかみ取ることは当然のことでありますが、まだまだ農家間に意

識の差が大きい、これらのレベルアップ、フォローアップが行政に求められると思いま

すし、お願いをしたいと思うのであります。

県でも現在、議会会期中であって、議案審議最中ということでありましょうが、複合

作物の導入支援、販路の拡大として新規に１集落１戦略団地推進事業、県オリジナル園

芸品種ダイナミック拡大事業、首都圏マーケティング強化事業等々盛りだくさんのメ

ニューを準備してその対応を図ると伺っております。また、私自身、昨年第１定例会の

際、農産物マーケティングシステムの構築を早急にとして質問した経緯もあります。当

時市長は、今は１９年対策に農家がきっちり向き合うことをつくり上げたいと。マーケ

ティング等の考え方については、その後、県の動向も見ながらとの答弁だったと記憶し

ていますが、一年を経た今、改めて市長のお考えをお伺いいたします。

次に、本対策の柱の一本でもある農地・水・環境保全向上対策事業、市長はじめ議会

をも含めてその予算獲得に向けて運動を展開した結果の賜物として予算措置できたもの

と解釈をいたしておりますが、事業スケジュールからいってこの３月は、それぞれ取り

組むべく団体が規約、活動計画書を提出し、チェックを受け、約束事を取り交わし、採

択申請書を提出するという運びかと思います。しかし、ここにきてもまだ農家個々に、

あるいは地域住民にその事業趣旨が浸透していない、理解されていないのではないかと

思えるのであります。１本目の柱、品目横断的対策の衝撃が強すぎた農家にとっては、

実は受けとめきれなかったこともあるのかと考えられます。いずれ活動計画書等チェッ

クの際、その理解度の把握はできるものと思いますから、足りない地域・団体等につい

て、改めてその事業内容を知っていただくための説明を加える必要があるのではと思い

ます。こういった類の事業は、地域ボランティアの要素も十分含んでいるものであって、

住民の意識の盛り上がりこそ事業成立のカギになるものと思いますし、また、先に発表

された市政の市民による市政評価アンケート、農業振興分野において高い評価を得られ

なかったそのことを消費者としての市民がその施策を評価づけできなかった、判断でき

なかったとして総括していますが、本施策は全市民に環境を考える農政として理解をし

ていただく絶好の策とも考えられます。丁寧な対応を願いたいと思いますが、これに対

する市長の見解をお伺いします。

次に、先頃の新聞紙上に「大仙アグリテクノジャパン４月から豆乳製造」の見出しで



- 153 -

報道のあったところであります。この話が持ち上がってからおよそ３年目にしての本格

稼働になったものだと思いますが、その原料が当地産無臭大豆「すずさやか」というこ

とで、これを意図し立ち上げられたアグリテクノ池田社長、あるいはＪＡおばこの関係、

また、作付農家にとりましても大きく期待の膨らむところと思いますし、管内農家の希

望の誕生と歓迎したいと思います。

さて、この「すずさやか」、商品の性格上、極端に異品種の混入を嫌うものだと伺っ

ています。無臭大豆であるだけに１％の異品種の混入でも商品になり得ないということ

であります。昨年のその乾燥調整集出荷体制について尋ねてみますと、四ツ屋ライス

ターミナル大豆施設、協和たねっこ大豆施設の２カ所対応であって、その処理量は四ツ

屋ではおよそ３０９トン（１万３００袋／３０ｋｇ）、また、たねっこについてはおよ

そ６３トン（２，１００袋／３０ｋｇ）で、いずれもいわゆる稼働率１００％を超えた

利用ということであります。特に四ツ屋においては、管内９支所からの搬入であって２

００％を超えたと伺います。他品種の入り込みを完全にシャットアウトしての作業であ

ればそれは問題もないのかと思いますが、さらに今年は昨年比１５０％を目指してその

作付農家を募っているようでありますから、なればこそ前段で申し上げた品質管理が重

要であるとしての対応が必要と思います。他品種との植え合わせ、作付管理の問題、当

然足りなくなると思われる乾燥調整集出荷施設の計画的な手当、直接携わる農家の姿勢、

意識高揚策等、農家経済を押し上げ、地域の活性を図るべく立ち上がった地場企業であ

りますから支援すべきところは大いに支援すべきと考えますが、当局の見解をお伺いし

ます。

次に、質問の最後になりますが、地域いきいきビジョン策定後の地域対応についてお

伺いをいたします。

県道湯沢雄物川大曲線新町バイパスの北伸が幾つかの問題も解決しつつ、藤木下橋

タッチまでがおよそ見えるまでのさまになってきましたが、大曲南部地区住民の強い思

いであっただけに早い時期での完成が待たれるところであります。しかしなおその全線

は旧１３号線タッチ部分まででありますので、県はじめ関係皆様にさらに一層のご尽力

をお願いしたいと思うのであります。

現在は旧角間川橋下流部、いわゆる角間川親水公園、雄物川合流点手前を横断する構

造物の建設工事中ということであります。

さて、合流地点から見る角間川藤木の風景、街並みは、往時舟運で繁栄を極めたと言
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われるその面影もなく、ただかすかに香るのは大曲市当時改築した旧河港付近の白壁の

浜倉２棟、そして木立の奥に当時の地主さんのお屋敷が見え隠れといった状況でありま

す。このまちを何とか活性化しよう、少しでも元気にしたい思いの地域住民は、平成

１６年、市が施策として盛り込んだ地域いきいきビジョン策定事業を機に、角間川まち

づくりの会を立ち上げ、お互いの知恵、アイデアを引き出し合いながら、一歩ずつでは

ありますが事業を進め仲間を増やしつつ３年目を迎えたということであります。このま

ちの繁栄は、およそ雄物川の川の恵みによるものであると考えられることから、この

コンセプトを川との共生として掲げ、活動の内容としては、川に親しむとして川港親水

公園、雄物川河川敷の美化運動、２、古来より残る川魚料理を伝承したい食文化として

川魚料理の普及・伝承、川魚を育てるための各種整備事業、水質改善のための事業、ま

た、地域伝統民俗文化の継承として市指定の無形民俗文化財角間川の盆踊りの継承とし

ているものでありますし、これらによって派生するであろう現象についても、より良き

展開を図ろうとするものであります。そしてさらに、このまちの息吹を市内外、県内外

に発信する基地として、現在工事中のバイパス線親水公園付近に角間川まちの駅の建設

をと考えているものであります。まちの駅から浜倉までの散策路（仮称）河隈川歴史

ロードも延伸させたいし、必要であります。道路１本の開通が交通事情をがらりと変え、

まちの様相を一変させる、そんな状況があちこちに見える昨今であります。地域住民が

並行して走る雄物川と県道路線に思いを重ね、このまちの再興をと考えるその意思をご

理解願いたいと思うのでありますが、市長のご所見お伺いいたします。

以上で質問を終わります。

○議長（橋本五郎君） ７番佐藤孝次君に対する答弁を求めます。栗林市長。

○市長（栗林次美君）【登壇】 佐藤孝次議員のご質問にお答え申し上げます。

質問の第１点は、イオンスーパンセンターについてであります。

（仮称）イオン大曲ショッピングセンターについては、平成１６年５月、イオン株式

会社から当市への大型ショッピングセンターの建設計画が示されたところであります。

地権者や隣接者、関係土地改良区からの同意も得ており、旧大曲市農業振興地域整備促

進協議会では、雇用の拡大等市への波及効果が大きいことから、農振農用地除外に同意

する旨決定しております。平成１８年３月には、農地転用許可の見込みについて東北農

政局に事前協議書を提出し、５月８日に許可の見込みがある旨、農林水産大臣の回答を

得ております。平成１８年６月に示された計画概要書では、敷地面積１６万３，７７６
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㎡、建築面積は総計で５万８００㎡、うち売場面積４万７００㎡で、平成１９年オー

プンを予定するものであり、スーパーセンター方式による出店を計画するものでありま

した。

ショッピングセンターの建設に関して担当部署での協議は進んでおりますが、全体像

が見えてこないことから、過日、イオン株式会社に対し責任ある立場の者の説明を求め、

本年２月１６日、イオン株式会社東北開発部の担当部長より現時点での計画予定の説明

を受けたところであります。

計画予定では、平成２０年上期のオープンを予定しており、店舗の形態は冬期間の利

用者の利便性等を考慮し、２階建てのモール型ショッピングセンターとし、通路面積等

の確保から、延床面積は６万２，０００㎡と計画しているとのことであります。

市といたしましては、県南全域を商圏とする巨大ショッピングセンターであることか

ら、地元雇用、特に正社員の確保、騒音や防犯等への配慮、環境に配慮した店舗づくり、

テナントの入店時の配慮、地域産品の積極的な取り入れ、マイカー等を持たない利用者

への利便性の確保、地域社会との連携・協力等１０の要望と売場面積等重要な部分につ

いて変更がなされていないことの確認及び周辺道路の整備等を要望書として２月２３日

付けイオン株式会社北日本カンパニー支社長宛てに提出したところであります。

要望書であり、法的な拘束力はないものの地域と共存できるショッピングセンターで

あるためにも要望に応えていただくよう強く要望しているところであります。

また、市として事業計画について市民に説明する必要があることから、できるだけ早

い回答と事業計画についての情報の提供を申し入れております。市といたしましては、

情報が提供され次第、議会並びに商工団体等関係する皆様にお知らせしてまいりたいと

存じます。

質問の第２点は、農業振興についてであります。

品目横断的経営安定所得対策対応後のフォローについてでありますが、集落営農組織

に対する対応につきましては、組織の経営を軌道に乗せ、経営の安定化及び技術の両面

から支援することを重点に考えております。

また、法人化された組織の対応につきましては、米づくりを基本に大豆等の土地利用

型作物及びアスパラ等の収益性の高い市の重点作物を取り入れた複合経営を推進し、県

の仙北農業チャレンジプランと連携を図りながら支援してまいります。さらに、大豆の

ブロックローテーションを活用した輪作体系の確立や水稲直播栽培を推進し、低コスト
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・高能率生産を実現できるよう、県やＪＡの指導のもと各法人と、あるいは集落営農等

と連携を密にしながら推進してまいります。

また、産地間競争が激化する中で市場競争力の強い産地へ発展させるためには、消費

者ニーズの的確な把握や販路の拡大が必要不可欠であります。マーケティングの問題に

関しては、販売戦略を主力とするＪＡおばことの提携を強化してまいりたいと思います。

そしてさらなる販路拡大に向けて行政としても支援をしてまいりたいと思っております。

２点目の農地・水・環境保全向上対策、３点目の「すずさやか」作付け拡大後の対応

につきましては農林商工部長から答弁させていただきます。

質問の第３点は、地域いきいきビジョン策定後の地域対応についてであります。

角間川まちづくりの会による地域いきいきビジョン活動は、雄物川河川敷・親水公園

の大清掃と川魚料理試食会をはじめ活発の活動を展開していただいております。

１７年度には、東北各地で行われている水環境保全活動の意見発表の場である東北の

川・水環境ワークショップでグランプリを受賞し、全国大会へ出場するなど伝統的な食

文化としての川魚料理の復活と、それと並行して河川の美化と川魚が住みやすい環境づ

くりをキーワードにした活動は、角間川という地域の特徴を生かした地域おこし活動と

して高い評価を得ているものと考えております。

１８年度は、採択には至りませんでしたが、市内のＮＰＯ法人が提案者となり、内閣

官房都市再生本部が所管する全国都市再生モデル調査事業へ応募も行われております。

構想の中にあります「まちの駅」や散策路についてでありますが、主要地方道湯沢雄

物川大曲線道路改良事業の角間川工区は、平成２１年度の完成に向け、新年度も引き続

き用地買収、道路工事等を施工すると伺っております。

また最近、国土交通省により、角間川地区を含めた雄物川の自然、沿川の観光資源を

つなぐ、歩くことを楽しむための小道の整備、いわゆる「フットパス構想」が浮上して

おります。これは角間川地域から大曲地区の河川敷全体を含めて、雄物川、玉川の合流

点付近、神岡地区まで全体を河川を見ながら、あるいは河川環境に親しむという形で、

大きく公園化しようという壮大な構想であります。現在このフットパス構想を湯沢工事

事務所と大仙市、それと民間の委員の皆さんで３回程具体的な案を詰めている作業であ

ります。来週は本庁の河川課長が秋田県に来まして、河川、あるいは河川環境の大きな

シンポジウムに参加することになってきております。その前に私も呼ばれておりまして、

本庁の河川課長とお話する機会があるようでありますので、是非このフットパス構想、
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直接お話してみたいと思っております。

こうしたフットパス構想が浮上しており、関連して地域の住民を交えてのワーク

ショップの開催なども予想されております。こうした状況を見極めながら地元の皆さん

とよく相談しながら対応してまいりたいと考えております。

なお、川港親水公園につきましては、美化運動等を地元の皆様より積極的に推進して

いただいておりますが、あのとおり排水状況が非常に悪いことから、湯沢河川国道事務

所に対策をしていただくよう再三要望しておりますが、同事務所からは現在、横手市漁

協との協議が整い次第、整備にかかりたいと伺っており、今後も引き続き地域の皆様の

憩いの場となるよう協議を進めてまいりたいと考えております。

○議長（橋本五郎君） 答弁を求めます。金商林商工部長。

○農林商工部長（金 正行君） 次に、農地・水・環境保全向上対策についてであります。

事業の取り組みについては、平成１７年度より品目横断的経営安定対策と同様に、座

談会や資料の配布など説明会を開催いたし啓発に努めてまいりました。その結果、全市

の６９．８％の水田で事業を実施する予定であります。また、この面積は、秋田県内に

おける事業の取り組みの２１．３％を占めております。

このように県内で一番高い参加率となった要因といたしましては、農家の皆様をはじ

め地域住民の農村環境問題に対する危機意識の高揚が図られたことや自治会、土地改良

区などの団体が積極的に地域で推進していただいたことなどが挙げられます。

このことから、本事業の趣旨、目的については一応の理解、浸透がなされたものと理

解しております。

しかしながら、議員ご指摘のとおり広範囲で活動を予定している組織などにおいては、

すべての農家、構成員に周知されているかについては、一部地域の理解不足があるもの

と思われます。これらを踏まえ、平成１９年度からの実施に際しましては、組織の自立

的活動を支援する関係機関によるサポート体制を整えまして、活動組織間の交流や情報

交換、技術研修の場などを提供してまいりたいと考えております。

また、市民の皆様には１２２の活動組織の実践活動を広報等で紹介し、環境保全の啓

発に努め、市民全体の地域づくり活動として本事業を展開してまいります。

なお、本事業の財源措置につきましては８５％の交付税措置というふうになっており、

このことは議員の皆様方の多方面にわたる陳情活動の成果というふうに受けとめており

ます。
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次に、「すずさやか」の作付け拡大に伴う支援策についてであります。

秋田おばこ農協管内では平成１８年度に作付けされました面積は１９７．３ｈａで、

乾燥調整についてはおばこライス大豆センターで３０９トン、協和小種たねっこで６３

トンの実績となっております。

また、平成１９年度の作付面積は５４０ｈａ、乾燥トン数は約１，０００トン、作付

面積で前年比２．７倍、乾燥トン数で２．６倍を計画いたしております。

このことから、議員ご指摘のとおり異品種を混入させないなどの品質管理のため、収

穫・乾燥・調整時の作業には細心の注意が必要不可欠であります。ＪＡ秋田おばこでは、

乾燥調整の充実を図るため、平成１８年度に稼働したおばこライス大豆センター、協和

小種たねっこに加え、中仙・千畑及び仙北のカントリーエレベーターなどの施設を利用

することといたしております。将来的には、１，０００ｈａの作付けを計画しており、

作付け管理のための作業機械導入及び乾燥調整施設の整備が急務であり、目指せ元気な

担い手農業夢プラン応援事業等の補助事業等を活用しながら、ＪＡ秋田おばこと連携を

密にし支援をしてまいりたいと考えております。

以上であります。

○議長（橋本五郎君） ７番、再質問ありませんか。はい、７番。

○７番（佐藤孝次君） イオンの問題ですけれども、既にここにきてその売場面積、売る

形態といいますか、そのスーパーセンター方式がショッピングモールという形になった

というそのことの時点で、あるいは商店街、あるいは商工団体という部分での受けとめ

を確認するというのかそこの部分がないと、この要望書で確認するという部分を今もう

既にわかっている部分があるのにその部分をそのままにしてという話だと、その商工団

体とすればさらに遅れた結論しか出せないということになるのではないかという思いが

するわけで、いずれそこのあたりの部分について早いイオン側からの回答が出た上で考

える、あるいは市としては同意を求めるというか、むしろ当初の５万４００といわれる

その売場面積にあるいは変えてほしいというぐらいまでの話になるのかどうか、ここは

市長に求められることになるのかなと思いますが、この部分について市長の改めてもう

一度の見解をお願いしたいと思います。

それから、その品目横断の経営安定対策のフォローということですが、実はこれはあ

る一つ、法人化を立ち上げた新年度の収支を試算したものというもので持っております

が、その４０町歩を対象面積にして３割ですから１２町歩を大豆という形でやるわけで
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すが、その売上代金ということになると、合わせて５，６００、７００万円という売上

げになるわけで、さらにそれに転作奨励金であるとか何かという部分が含まって、総体

の粗収入という部分は６，９００万円ぐらいになります。ただ、その経費、かかる支出

部分でいくと、さらにそれを大きく増すということになって、結果１２５万円程の赤字

が計上されるということになったわけです。確かに１年目という部分には、ライスセン

ターの償還であるとかという部分も含まれるわけなのでこういう結果になるんだという

ふうには思いますが、少なくとも当初から赤字を出した上でより経営の収支が見られな

いということであれば大変な話だと受けとめているわけで、したがってその米プラス大

豆だけで考える、あるいは集落営農の経営体であっても、あるいは法人であっても、こ

れは何年経ったってそれが上に上がっていくと、収支としてそれだけを考えたら上がっ

ていくという状況はあるいは見えてこないわけですから、さらにそれプラス何かを作り

出すことがこの経営体が長く継続されることにつながると、そういう見方をしなくちゃ

いけないんじゃないのかなって考えているわけです。それぞれ市長からの答弁で、おば

ことの対応であるとか、いろいろそのワーキングについても対応してくださると、それ

から戦略作物を取り入れるための手当をしようという部分で話があったところですが、

これは強い力入れ、てこ入れがないと、せっかく作ってみた結果、その部分が合わなく

てバラバラバラっと崩れるというような話がない話じゃないなというような形で受けと

められるわけなので、これについてもまずはその経営という部分での収支を見届けする

という部分での指導であるとか、売上げる、さらにプラスにする売上げを足す、足たせ

るための指導であるとか、こういった部分がさらに求められるのかなというふうな思い

もしているところです。それに対する改めて見解をお願いしたいと思います。

それから、そのいきいきビジョンの関係です。

市長からいろいろお話をしていただきました。実は年２回程、その親水公園について

もクリーンアップという形でやっているわけですが、そこに入り込んでくる水は角間川、

あるいは藤木八圭からの生活雑排水が全くその親水公園に入り込むという形が今の状況

であって、毎年２度そのクリーンアップしているものの次の年になると全く元の木阿弥

という、こういう状況が今までであったわけですので、このことについていずれその角

間川の木内中野という部分は今回新たにその２００万円という部分で農集の場所という

対応はしていただいておるわけですが、この旧街部と言われる部分については、まった

くその汚水処理の対策が今の現状では考えられない話でもありますので、ここの部分に
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ついてもあえてこれ質問の内容にしておりませんでしたから質問という考えでは受けと

めてくださらなくて結構ですから、この部分についても考えおきをいただきたいという

ふうに思うわけです。

以上です。

○議長（橋本五郎君） 答弁を求めます。栗林市長。

○市長（栗林次美君） 佐藤孝次議員の再質問にお答えいたします。

このイオンの問題でありますけれども、段階をつけて手続きを踏んで、その都度、国

の事前協議なども経てここまできております。当初計画が示された１８年６月の概要書、

この後、なかなかその事業の計画はっきり見えなかったものですから、そして一方では

１３号バイパスをいろいろ何ていいますか手をかけなきゃならないという問題で、道路

関係の協議やら、あるいは公安、信号関係の処理の問題や、あるいは水道をどうするの

かとか様々な問題がかなり大きい施設でありますのでありますので、そういう協議が先

行する形でおりましたけれども、全体像がつかみ切れないということで私の方からイ

オンに対して直接、現在わかる姿の概要を説明してくれないと交差点協議、あるいは信

号処理の問題、水道の関係の問題、こういったものができないということで本社の責任

者に来ていただいて、現在のところでの概要を示してもらったところであります。手続

き的には正式なイオンの概要というものは４月中旬に概要書ができるそうであります。

これを提出すると、こういうことでありますけれども、それ以前に我々が一定の情報を

得ていないと、こうした様々な工事関係のものが国との関係、そういうものができま

せんのでそこをやったところでありますけれども、全体の概要書は４月の中旬に出てく

ることになっております。それに基づいて、それがそのイオンのここの場所でやる、今

のところはそのモール型というような形で説明を受けましたけれども、売場面積には変

更がない、敷地面積にも変更がない。売場面積の取り方は、廊下とかいろんな施設でこ

の建物の面積が増えているというイオンの説明であります。その辺がどうなのかという

のはそれぞれの立場があって見解が違う場合もあると思いますけれども、イオンとして

は全体計画の変更ではないという形で概要版を作っていると、こういうことであります。

その概要版を早くいただいた上で１６年の前の段階、イオンがショッピングスーパー

センターとして計画書が提出された時点でそれを見て判断された土地改良区、あるいは

商工会議所、そうした関係の皆さんにそれを説明していかなければならないものだなと、

こういうふうに思っております。
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それから、農業問題、試算の関係はもう一度農林商工部長から答弁させていただきた

いと思います。

それから、親水公園のこの問題でありますが、根本問題は街部でありながら下水道が

遠くてまだ全然届く計画がないということであると思います。農村部の方は集落排水で

早く進めたいと思っておりますけれども、この旧角間川街部のところのこの下水道の問

題、いわゆる公共下水道が伸びていくということになりますと、いつになるかわからな

い計画でありますので、そこだけでも単独でできないかということで去年あたりから一

生懸命いろいろな検討をしておりますけれども、なかなか現状のところでは方策がない

ようでありますけれども、そういう問題がまず角間川地区の皆さんからは最大の課題と

して出されておりますし、この親水公園の水をどんどん入れたにしても生活雑排水をい

つか止めなければいけないわけでありますので、こうした課題については現在の下水道

のやり方以外に何か方法がないかということで多方面に働きかけてみたいと思っており

ます。

○議長（橋本五郎君） 答弁を求めます。金農林商工部長。

○農林商工部長（金 正行君） 質問の第３点にお答えしたいと思います。

大豆の転作ということで粗収入６，９００万円に対して赤字が１２５万円程出るとい

うことのようですけれども、角間川さんの方で新年度にライスセンター、約１億円近い

額で建設されるということで今、県のヒアリングを行っておりますけれども、２分の１

については国の補助、あと大仙市の方から事業費の１０％出ますので、そうしますと約

１億円にしますと６，０００万円の補助金がもらえると。４，０００万円の中で今回作

付けされる転作の大豆分、それらが償還にどういう形で反映させていくのかといったの

が一番ネック、大きな課題だと思っております。したがって、昨日も武田議員にも申し

上げましたけれども、この４月からワンストップ窓口、この中にはそういう経営診断で

すか、そういうものも取り入れて、なおかつ経営管理、あるいは技術指導といったもの

が全部網羅された、いわゆるワンフロー化で対応していくという県の姿勢ですので、当

然市町村も２５市町村あるわけですけれども、それに倣って一斉にスタートしますので、

こういう大事な経営診断も一つの大きなフォローアップになると思いますので、よろし

くご活用願いたいと思います。

○議長（橋本五郎君） ７番、よろしいですか。

○７番（佐藤孝次君） はい。
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○議長（橋本五郎君） これにて７番佐藤孝次君の質問を終わります。

この際、昼食のため、暫時休憩いたします。午後１時、再開いたします。

午後１２時０２分 休 憩

…………………………………………………………………………………………………………

午後 １時００分 再 開

○議長（橋本五郎君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。

一般質問を続けます。２番佐藤文子君。はい、２番。

○２番（佐藤文子君）【登壇】 日本共産党の佐藤文子です。

通告に従いまして、早速質問をさせていただきます。

最初に入札制度の改正についてお尋ねいたします。

この度、１９年度建設工事入札契約制度が改正されたようであります。これまでの指

名競争入札を公募型指名競争入札制度の導入をし、低入札価格調査制度の改正や電子入

札システムの導入、総合評価落札方式の試行、工事成績評定の実施などを執り行うよう

であります。談合やダンピング受注等不正行為を排除し、透明性の確保、公正な競争性

をより高めることを眼目としているようであります。

入札制度改革では、その透明性・公正性を確保しつつ、地元中小企業の受注機会を保

障し、地域経済社会の再生を優先することが重要だと私は考えます。そこで伺います。

１、従来より競争性を高め談合の余地を少なくできるかは、入札参加希望者の中から

指名業者数をどれだけ増やすのか、どれだけ多くの指名業者数にするのかによっても左

右されるかと思いますが、この点をどのように考えているのかお尋ねします。

２、指名業者が選定された後の談合防止のためのチェック機能をどのように働かせる

のかお尋ねいたします。

３、市が行う指名業者の選定基準は、従来の指名競争入札での指名基準とどのように

異なり、より公正性が確保されるものなのかどうかをお尋ねいたします。

４番目に、地元中小企業の受注機会は新制度でどのようになるのでしょうか。

最後に、公共工事の一定割合を中小建設業に発注する官公需法を厳格に実施し、地元

の中小建設業者の受注機会の確保を願うものでありますけれども、この点についてどの

ように考えているかお尋ねいたします。

質問の２番目に、品目横断的経営安定対策についてお尋ねいたします。

一部の大規模農家や法人、集落組織だけを農政の対象にし、多数の零細農家や産地を
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政策の対象から排除するという戦後農政の大転換といえる農政改革は、品目横断的経営

安定対策を中心に今年度から本格化いたします。品目横断対策は、国際競争に耐えられ

る経営を目指すとして個別経営４ｈａ、集落営農２０ｈａという規模、経理の一元化と

法人化計画、担い手に他産業並みの所得を保障するなどの計画を示していますが、国会

の公聴会などで明らかになったように、関係者からは現実の農業経営や集落の現実を無

視した机上のプランであるとの厳しい批判も出されているところであります。特に集落

営農の品目横断対策への加入要件である経理の一元化が義務づけられたことにより、将

来的には法人化や担い手には他産業並みの所得を保障する必要があるとされております

けれども、現実は集団化しても所得が増える保障もなく、米価はさらに下がると予想さ

れる中で担い手に対する所得保障の見通しは立たないと言われております。また、特定

の担い手の所得を優先的に保障すること自体、集落の合意も難しくしているようであり

ます。既にある集落営農組織であっても運営や採算には非常に苦労しており、役員の自

己犠牲的な努力で運営しているところが多く、解散や縮小するといったところも出てい

るようであります。この４月からは米や春播き小麦、大豆など品目横断対象作物の申し

込みが始まりますが、秋播き麦では９０％をカバーしたというようなことですが、これ

らの対象品目を含めて政府の言う対象農地の５割をカバーすることは、今年はとても容

易ではないというふうに言われ、結局はこの多数の農家と過半数の農地は対象から排除

されるのではというふうに懸念されているところであります。

それでは伺いますが、当初予算に計上されました目指せ元気な担い手農業夢プラン応

援事業１億６０１万円ですが、春作業との分とのことのようですが、１８年度より大幅

増となっているわけです。予算対象となる組織経営体とそれに含まれる農家戸数及び個

別経営体の数、さらに対象農地面積はどのように見込んでいるものなのか教えていただ

きたいと思います。

依然として大仙市の農業は日本有数かつ優良な２万ｈａにも及ぶ広大な主食産業生産

の基地としてでもあり、圧倒的多数の兼業農家に支えられ営まれていることには変わり

ありません。圧倒的な多数の農家を農政の対象から外し、農家経営が一層深刻になると

いうふうなことは、農家の景気が左右する仙北地域経済にとっても深刻さを増すのでは

ないかと考えます。市農政では農業を市の基幹産業として位置づけ、多様な経営体の育

成で地域農業と経済を守ること、販路拡大の取り組みを強めること、学校や公共施設で

の地産地消の一層の推進を強化することなど、独自の農業振興策も不可欠であると考え
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ますが、この点についての所見も伺います。

質問の最後になります。水道料金についてお尋ねいたします。

この度、南外地域のご老人から「村で水道を新しくするということで３年前に家の入

り口までできていますが、家の中まで設備するお金がなく使っていません、それでも基

本料金を取られています。そういう家が何件もあります」という声が寄せられました。

水道局と南外総合支所建設課に問い合わせ、資料をいただきました。見ますと、南外で

は簡易水道加入世帯は１，１４２戸のようでありますが、そのうち２４％の２７４戸が

未使用で基本料金賦課世帯となっているようであります。南外の基本料金は、ほかの地

域に比べても高く、家庭用１０㎥まで２千円に設定されております。未使用であっても

毎月２千円もの基本料金を支払っているご家庭の思いを察するに、放置してはおけない

問題ではないかというふうに思った次第であります。

また、私はこれまで何度か大曲の上水道の基本水量の半分にも満たない少量使用家庭

の水道料金の軽減を求めてまいりました。蛇口の数で量水器口径が決められ、それに

伴って基本水量、基本料金が設定されている現在の料金体系で、１人暮らしになったり

高齢者だけの世帯になったりして使用する水道水が大幅に減っても基本料金は一向に変

わらないというのは不合理と言えるからであります。

そこで再度要望いたします。南外地域の未使用家庭も含め、この少量使用家庭の基本

料金からの減額制度を検討すること。２、料金体系は量水器口径区分を取り払い、使用

する基本水量に基づいた基本料金体系とすべきだと思いますが、今後の水道料金の統一

化に向けての考え方ともあわせお尋ねいたしたいと思います。

以上で１回目の質問を終わります。

○議長（橋本五郎君） ２番佐藤文子君に対する答弁を求めます。栗林市長。

○市長（栗林次美君）【登壇】 佐藤文子議員のご質問にお答え申し上げます。

質問の第１点は、入札制度についてであります。

はじめに、指名業者数につきましては、現在、市の等級格付名簿に一般土木工事業者

として登録されているＡ等級３２社、Ｂ等級２７社、Ｃ等級４５社を市内３ブロックに

分けて指名しておりますが、公募型指名競争入札に移行することにより、現行の１０社

前後から２０社程度の入札参加が見込まれ、意欲ある業者が公正な立場で入札参加でき

ることになりますので、大いに競争性を発揮してほしいと考えております。

次に、談合防止のためのチェック機能につきましては、建設工事の入札の公正を期す
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ため、談合に関する情報があった場合は公正取引委員会との連携を図りつつ、迅速かつ

統一的な対応を行うため、大仙市談合防止対応マニュアルを策定して対処することとし

ております。

また、公募型の導入に伴い電子閲覧を行うことから、閲覧時の業者間の接触機会を防

ぐとともに、１０月以降は秋田県との共同利用方式で電子入札を試行することになり、

業者が入札の際に一堂に会する機会がなくなりますので、談合防止に効果があると考え

ております。

次に、指名業者の選定基準につきましては、大仙市が秋田県の格付けを準用している

ことから、現行の指名競争入札では準用している格付け業者を市が定めた等級別発注標

準表の区分に基づき業者選定審議委員会及び部会で審議し、一方的に全社を指名してお

りました。公募型になることにより、新たに入札に参加する意思表示が必要になること

から、得意な工事や地理的状況を熟知している場合は今まで以上に競争性が発揮され、

結果的に市にとって経済的かつ公共工事の品質を高めるものと期待しております。

次に、地元中小企業の受注機会につきましては、新制度になりましても大仙市等級格

付及び指名の基準に係る運用基準に基づき、大仙市に本店を有する市内業者及び大仙市

内に支店、営業所を有する準市内業者を指名することに変わりなく、現行の３ブロック

別の指名から全市の指名に拡大されるため、受注機会が増えるものと考えております。

また、専門的な技術を持ちながら県の格付業者に至っていない格付外業者及び家族が

経営の主体となっている規模の小さな業者の方々には、法律で許容されている１３０万

円以下の随意契約のほか、市が独自に定めている小規模修繕業者の登録制度の活用を進

めているところであります。

次に、官公需法の実施につきましては、市内に官公需適格組合がないことから現在は

実施しておりませんが、新たに実施する公募型指名競争入札の公募文では、同一工事区

域内の工事で同一日に連続して入札する工事について、１つの工事を落札した者はそれ

以降の工事入札に参加できないと規定し、中小建設業者の受注機会の確保を図ります。

大仙市が新年度から実施を予定しているこれらの制度改正は、入札・契約の透明性の

確保、公正な競争の促進、不正行為の排除及び技術力の評価・活用などの法律に基づく

要請並びに２年間の実施結果を踏まえ、総合的な対策を講ずるものでありますのでご理

解を賜りますようお願い申し上げます。

質問の第２点、品目横断的経営安定所得対策と市農政の今後に関する質問につきまし
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ては農林商工部長から、質問の第３点、水道料金に関する質問につきましては水道局長

からそれぞれ答弁させていただきます。

○議長（橋本五郎君） 金農林商工部長。

○農林商工部長（金 正行君） 質問の第２点は、品目横断的経営安定対策と市農政の今

後についてであります。

はじめに、県事業の目指せ元気な担い手農業夢プランについてでありますけれども、

新年度予算の対象となります組織経営体は１９経営体で、その組織に参加している農家

数は４０４戸、経営面積６３１．４ｈａというふうになっております。また、個別経営

につきましては、５２の２７５．８ｈａで、組織経営体と個別経営体の経営面積、合わ

せまして９０７．２ｈａとなる見込みであります。

目指せ元気な担い手農業夢プランの新年度予算が大幅に増額になった要因につきまし

ては、品目横断的経営安定対策の対象となります農業法人・集落営農組織等の増加に伴

い、本事業の要望に対応するものであります。

次に、新制度における農業振興策につきましては、品目横断的経営安定対策がこの４

月から実施されることから、より多くの農家が本対策に加入し、担い手の一員となるこ

とが地域農業の振興を図る上で重要であります。

当市は、県内第１位の水稲作付量及び収穫量を誇っており、基幹産業と位置づけてお

ります。このことから、水稲のみならず生産作物につきましては、産地づくり事業でも

地域ブランド推進作物として野菜などへの支援を行い、さらなる販路拡大を図るため、

ＪＡなどの集出荷業者との連携に努めてまいります。

また、４月から本格的に市内小・中学校４３校への給食メニューに米粉パン、地場産

野菜を使用することにより、児童への食育の一環として地産地消の拡大を図り、農業振

興の発展に努めてまいります。

このことから、本対策を最大限に活用し、米の効率的な生産を行うとともに、重点作

物に取り組みながら複合型農業への転換を図るための支援を行ってまいります。

以上であります。

○議長（橋本五郎君） 答弁を求めます。田口水道局長。

○水道局長（田口良邦君） 質問の第３点目の水道料金についてお答え申し上げます。

水道料金の決定には、水道法の規定に基づく給水原価の算定が必要であります。給水

原価は取水、浄水、排水等に係る修繕、動力、薬品代等、また建設に要した借入起債の
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元利償還分、職員人件費等の総費用を総有収水量で除して決定されます。

しかし、南外地域のように給水人口に対して給水範囲が広く、配水管延長が長い、い

わゆる配水管効率の低い簡易水道では、給水原価も高いものとなります。

管内他地域の最も高いところでも１㎥４６６円の給水原価に対し、南外地域では１㎥

９３９円と２倍以上の給水原価となっております。水道料金の決定には、豊富な水をで

きるだけ安い価格で、しかし公共料金的性質から、他地域との均衡を保ちながら、また、

公営企業的性格から独立採算制も考慮するという相反するような諸条件を念頭に置きな

がら決定されなければなりません。南外地域の基本料金１０㎥まで２千円というのも、

総事業費から生ずる給水原価等から考えれば住民の負担は可能な限り低く設定できたも

のと考えておりますので、ご理解を賜りますようお願いいたします。

次に、料金体系と市内の水道料金の統一化の見込みについてのご質問でありますが、

現行料金は１８年度市町村公営企業概要で県内１３市の上水道料金の状況を比較します

と、例えば最も加入者の多い口径２０ｍｍの基本水量２０㎥を使用した場合、料金の高

いところでは大館市の４，９３５円、最も安いところは仁賀保市の１，４７０円となっ

ており、大仙市の場合は２，８００円でありますので、１３市の中で安い方から数えて

４番目にランクされております。これは基本水量内で使う水を安く供給するという趣旨

からでございまして、基本水量内であれば１㎥当たり１４０円、超過分は１㎥２００円

という設定になっております。

また、水道料金につきましては、合併協議会において新市で水道事業計画を策定し、

新たな水道料金体系や市内の水道料金統一化について構築するということになっており、

合併前より地域毎に策定されている水道事業計画を見直し、大仙市全域を対象とした水

道事業に関する中・長期的な視点に立った計画として大仙市水道事業基本計画を１８・

１９年度の２カ年で策定いたします。

この計画には、東部地域の新規整備事業も含まれてくるわけでございますが、さらに

水道事業の現状と将来見通しを分析・評価し、目指すべき将来像を描き、その実現のた

めの方策を示す地域水道ビジョンを２０年度に策定いたしますので、その中で自らの水

道事業を取り巻く環境を総合的に分析した上で、ご指摘の少量使用家庭も含めた基本料

金の設定区分と新たな水道料金体系並びに市内の水道料金統一化など経営戦略を策定し、

これらの課題について解決してまいりたいと存じます。

以上でございます。
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○議長（橋本五郎君） ２番、再質問ありませんか。はい、２番。

○２番（佐藤文子君） 入札制度の改正の問題ですけれども、まず１番目に伺いました従

来より競争性を高め、談合の余地を少なくできるというふうな点で１０社から２０社、

参加できるようなことになるというふうなことですが、この中からいわゆる指名業者数

を選定するわけですので、１０社、２０社がそのまま入札に参加するというふうなこと

ではないのではないかと私受けとめたんですけれども、いずれにしてもこの公募した希

望業者の中から、これまで以上に数多い指名業者数を挙げることが談合の予防にもつな

がるだろうし公正な競争にもつながるだろうというふうなあたりはいかがかということ

を伺いたいと思います。

それから、水道の問題ですけれども、いずれ今の南外の料金も含めて今の料金の設定

は妥当なものだというふうなことでの話でありましたけれども、私は未使用者と少量使

用家庭の問題をまとめて軽減というふうな言葉で伺いましたけれども、未使用者への問

題と、それから少量家庭への基本料金の軽減の問題とは質がまったく異なる問題だとい

うふうに私とらえています。といいますのは、そもそもこの未使用家庭から水道基本料

金を取れるのかというふうな問題だと思います。南外地域の２４％に当たる２７４世帯

がいわゆる配水管から家庭内に給水装置をつける工事をできないまま未使用というふう

になっているわけです。そういう方々から毎月基本料金を徴収、納めているというふう

なことが果たして妥当なのかどうかというふうなあたりのことを聞きたいと思うんです。

市の給水条例を見ますと、水道料金は水道使用者から徴収するとなっております。使用

者とは家庭内に市の定めに従って給水するための給水装置を設置した上で給水契約を申

し込んで初めて使用者となるようでありますので、そういう意味でしっかりとこの家の

中の水道に水を引くことができる状態になった時点で初めて使用者になり得るわけです

ので、こういった工事を全然やられていない、できないでいる、そういった未使用者に

この水道料金を賦課するというふうなことがいかがなものかという点での認識を伺いた

いと思います。そういう意味で２０年度までの新しいこの地域水道ビジョンというふう

なものが策定される前に、この未使用家庭からの料金徴収の問題は、いっぺんやはり解

決しておかなければならない問題もあるのではないかと思いますので、その辺を伺いた

いと思います。

以上、水道と入札制度について伺います。

○議長（橋本五郎君） 答弁を求めます。栗林市長。
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○市長（栗林次美君） 佐藤文子議員の再質問にお答えいたします。

この入札制度の簡易公募型についてでありますが、先程もご説明申し上げましたけれ

ども、要するに意欲のある方が手を上げる、意思表示をしたこの方たちが全部入札に参

加するということになります。従来のやり方ですと一方的にこちらで指名競争の全社指

名という、これはその時代の平等性の確保ということで全社指名というやり方でありま

したけれども、今度は意欲のある方、私ならこのぐらいでたぶんできるだろうというこ

とで手を挙げてくるわけですので、その方たちが要件に該当していればすべての人が参

加できるということであります。

それで、全社指名していますとどうしても相指名の問題が絡んできまして、国では法

律ではないんですけれども相指名は談合に通じるということでやめなさいという指導で

ありますので、簡易公募型にすることによってこの相指名の問題も克服できるのではな

いかなというふうに思っています。

それから、南外の水道事業の関係でありますけれども、この未使用の家庭の問題、こ

れだけ取り上げますと非常に無理を感じますけれども、水道事業を建設するにあたって

の旧南外村での様々な進め方、取り決めが前提になっているようでありますので、この

辺のいきさつにつきましては水道局長からもう一度答弁させますので、よろしくお願い

いたします。

○議長（橋本五郎君） 答弁を求めます。田口水道局長。

○水道局長（田口良邦君） お答え申し上げます。

南外村の水道の未使用者の問題でございますが、先程申し上げましたように１，１４

２戸加入世帯ありますが、そのうち２７４戸が、２３．９９％ですが、メーターのみの

設置、メーターまでの設置ということで水道の水そのものは使用していないという世帯

でございます。これにつきましては、事業を進める際に加入率の拡大ということもあり

ましたようでございますが、今現在井戸の水を使用していても将来的に井戸が使えなく

なったというようなことも生ずる可能性があると、あるいはまた、そのようなときに個

別に水を引く工事をするということになれば多額の負担が個人的に生ずるというような

ことで、事業期間中にそのメーターまで設置しておいた方が将来的に安心して万が一の

ときに切り替えできるというような説明で各集落で説明会を行い、そして理解をいただ

いた上で加入申込書、これらをいただきまして加入者として計上しているということで

ございます。
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また、１７年の５月、事業期間中でございますが、１７年の５月の広報なんがい地域

版におきましても水道料金についてということで改めてこのような内容のことを広報で

お伝えしております。メーターと宅内等の水道管を接続しなくても基本料金はかかりま

すのでご了承くださいというようなことで加入説明会のときに説明もしているし、広報

等でも出しているというようなことで支所の方から報告を受けております。

ご指摘のように水道料金というのは、条例にもありますように水道料金は水道使用者

から徴収するというふうに規定、はっきりとうたわれておりますが、この解釈といたし

ましては、市といいますか当時村でございますが、のメーターを貸与しているわけでご

ざいまして、それまでに、そこにもっていくまでに事業費もかかっているわけでござい

まして、水の使用そのものはなくともメーターを設置しているということで使用者とみ

なすということで、こういう条例上、当時の村の条例も同じ内容でございますが、この

内容について当時、市町村課にも照会した経緯があるようでございますが、現在まで続

いているというような状況でございます。

以上でございます。

○議長（橋本五郎君） ２番、再々質問ありますか。はい、２番。

○２番（佐藤文子君） 水道の問題ですけど、いずれ工事に関わるメーターまで設置して

工事費もかかる、それはもちろん皆さん負担金として一度１７万円等納めていらっしゃ

るようであります。その加入者になったからといって即使用者になるということではな

いのであって、やっぱり今、全く未使用の状態の人から取り続けるというふうなことが

果たして良いのかどうかというふうなことを私聞いておりますので、今の条例に合わせ

てこれはやっぱり取ることができないのではないかというふうな方向で検討する問題で

はないかというふうにも思うわけであります。そういう意味で条例に従ってやっぱり使

用者から徴収するというその趣旨をきちっと踏まえた水道料金の徴収事務を進めるべき

でないかというふうに思うので、その辺をもう一度お考えを聞いて質問を終わりたいと

思います。

○議長（橋本五郎君） 答弁を求めます。栗林市長。

○市長（栗林次美君） もう一度水道局長からお答えいたします。

○議長（橋本五郎君） 答弁を求めます。田口水道局長。

○水道局長（田口良邦君） お答え申し上げます。

現段階では正式に本人から簡易水道加入申込書というのをいただいて給水装置を設置
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してくださるよう申し込みますというような手続きを踏んでおりますので、現段階では

加入者とみなして基本料金をいただくということの方針を続けたいというふうに思って

おります。

以上であります。

○議長（橋本五郎君） これにて２番佐藤文子君の質問を終わります。

次に３０番藤田君雄君。はい、３０番。

○３０番（藤田君雄君）【登壇】 ３０番の藤田君雄です。最後ですので皆さん大変お疲

れでしょうが、もう少しですのでよろしくお願いしたいと思います。

前の質問者の皆さんの質問と重複することがございますが、再確認という意味で簡単

に質問をいたしますので、大変お疲れでしょうが、議事録を見る、そうしてくださいと

言わずにお答えを簡単にお願いしたいと思います。

それでは質問をいたします。

平成１９年度予算編成については、依存財源率が７２．６％と高い中で大変ご苦労な

さった編成であったと思います。事務事業の規模、必要性、優先順位等で市としての考

え方を基盤に、合併時に協議したものであっても見直し、編成したと申しました。この

予算が通年予算を目指すものであるとすれば、市全体のバランス・発展をお考えになっ

たすばらしい予算であると心から最大の賛辞を申し上げたいと思います。これだけのバ

ランスの良い引き締めた予算を作り上げたことは、大仙市の未来を見つめた市長の深い

お考えの表われだと思います。

さて、そうした中で経常収支比率を９０に下げる目標を持って推し進めることと思い

ますが、平成１８年度予想経常収支比率はいくらになるのでしょうか、お知らせをお願

いしたいと思います。歳入が年々減少していくと思われますが、歳出構造をスリム化し、

歳出全般を見直し実行して、いつ頃目標の９０になる予定なのか、また、次に実質公債

費比率についてお伺いします。

平成１９年度で地方債発行高が１，１１６億５，８００万円になり、また、地方債元

利償還金が１０１億９，１００万円になるようですが、１８年度の実質公債費比率の予

想はいくらになるのか、今後いくらまで上がっていく予想なのかお知らせをお願いした

いと思います。

次に、職員の給与引き下げについてお伺いをいたします。

このままでは赤字団体への転落も想定せざるを得ない厳しい状況であるので、行政
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サービスを切り詰めて職員からも給与引き下げで協力をお願いしたいと話し合いを組合

と続けているようですが、どのような状態でしょうか。今の社会情勢の中で職員は、公

然とは反対しにくい情勢であります。給与に関することは市長の専権事項で私どもがと

やかく言うことでないかもしれませんが、私はこのことを実施することで市全体にやる

気がなくなる、そうなってしまうのでないのか、意気消沈してしまうのではもともこも

なくなってしまうのではないかと老婆心ながら心配をしているわけでございます。市長

は職員を信じてどんな状態の中でも、どんな状況におかれようとも大仙市の職員は公僕

としてその使命を忘れることなく誠心誠意努力してくれると信じての決断だと思います

が、私もそのように信じたいのですが、しかし年額で主事等は５万２千円、主査１１万

９千円、主幹で１４万７千円、課長２７万２千円、部長で３７万６千円の削減となるよ

うです。大変大きな数字です。市は行政の中で末端の組織です。直接住民と触れ合う中

でいろいろ事業を進めていくところでございます。市と職員との混乱は市民が一番迷惑

をかかると思いますが、いかがでしょうか。メディアにとっては給与引き下げは良い材

料になると思います。市の広報にとっても大きな話題提供になると思いますが、市民の

市政参加、開かれた市政を訴える市長ほど市民を大切に思う人はないと思いますが、こ

のことで市民が意気消沈した職員と向き合うことの悲しさを考えてほしいと思います。

合併３年目で市として基礎をつくり、土台を回し、柱を立て、重要な時期です。職員に

活力を与える方法を考えながらの実施なのでしょうか。もし行うとしたらいつからいつ

までなのか、他に方法はどうしても見つからなかったのかお伺いをいたします。

次に、農業についてお伺いをいたします。

集落営農、法人化支援センターの先生方の日夜祭日を問わず努力していることには心

よりお礼を申し上げます。あの先生方のおかげで農家は大きく変わる農業情勢の中で、

そのショックを最小限に受けとめながら新しい農業経営に取り組んでいるところと思い

ます。その努力の結果、成立した農業法人、集落営農はいくらになっているのか、もう

一度お願いを申し上げます。また、いろいろな条件、状況の中で参加できない農家はい

くらいるのか、参加できない農家に対する支援策はどのようになっているのか、再度お

知らせをお願いしたいと思います。また、集落営農、法人化後のそれぞれの団体等に農

業従事指導を行う農業指導センターの設立は考えていないでしょうか。これは高齢化や

地域農業低迷が地域全体の活性化に大きな障害になっている中で関係機関が足並みをそ

ろえて農家を支援するようにすることが、このことにより合併によるサービスの公益化、
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あるいは普及機関の人員減少などを克服して、農家が安心して農業に取り組める指導体

制を整備し、基幹産業である農業を守ることが必要だと私は考えます。ワンフロアで全

部ができることは各機関が共通の認識を持って、また、農家と指導機関が一体となって

全てに臨むことができること、そう思います。いかがでしょうか。

次にお伺いをいたします。

私は、年に何回か市政報告会を開きながら市民の皆さんの声を聞いて、自分の活動の

一端にさせていただいております。その会合の中で市民の中から「お前は合併のときの

報告では、合併２年後を目途に中仙地域は市外局番を回すことなく大仙市内に電話する

ことができるようになると言ったが、どうなっているのか忘れたのか。私たちはお前の

言ったことを信用して何も言わずに黙って待っているがどうなのか」と聞かれました。

確かに合併協議の中で市がＮＴＴと話し合いを持って２年以内に地域一体化を考え、そ

のことを実行するという話し合いがあったと記憶しておりますが、今の状況はどのよう

になっているでしょうか、お知らせを願います。

また、市全体を見ますと亀の子状態の道路が大変多くなってございます。中心から離

れれば離れるほど道路状態が悪く、おばあさん方は車を押して歩けないような状態のと

ころもございます。そのような道路の改善はいつできるのか、果たしてこのまま終わる

のか教えてほしいという声がありましたが、どのように住民に説明したらいいでしょう

か、お知らせを願いたいと思います。

以上で壇上での質問を終わります。

○議長（橋本五郎君） ３０番藤田君雄君に対する答弁を求めます。栗林市長。

○市長（栗林次美君）【登壇】 藤田君雄議員のご質問にお答え申し上げます。

質問の第１点は、財政問題についてであります。

はじめに、経常収支比率につきましては、地方公共団体の財政構造の弾力性を測定す

る比率として使われるもので、人件費、扶助費、公債費等の経常的な支出に、市税、地

方交付税、地方譲与税を中心とする経常的な収入たる一般財源がどの程度充当されてい

るかを見るもので、一般的に都市部においては７５％程度が充当とされる指標でありま

すが、１７年度決算の県内平均は９３．９％となっております。

ご質問の１８年度の決算見込みにおける経常収支比率は９４．１％と試算しておりま

すが、１７年度の９４．２％と比較して０．１ポイントの減と、わずかながらも改善さ

れる見込みであります。しかしながら、１９年度当初予算ベースでは、歳出を削減した
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以上に歳入一般財源が不足したため、指標としては９５．６％と０．９ポイントの増と

推計しております。

市の財政状況は、コスト削減の努力はしているものの指標の分母となる地方交付税を

はじめとして地方譲与税や各種交付金の減少が歳入一般財源不足へと大きく影響を及ぼ

しており、依然として自由に使える財源が乏しいという厳しい財政運営を強いられてい

る状況であります。

市としては、将来的にもさらに地方交付税の減少が予想される中、自主財源確保に努

めるとともに歳入規模に見合った予算規模とすべく歳出の削減を実施し、経常収支比率

をできるだけ９０％に近づけるよう、さらに削減に取り組んでいかなければならないも

のと考えております。

次に、実質公債費比率につきましては、１７年度決算から新たに起債制限の財政指標

として設けられた指標であり、公債費の償還に債務負担や公営企業債等の償還財源に対

する普通会計からの繰出金などを含めるもので、この数値が１８％を超えると起債許可

団体及び公債費負担適正化計画策定団体に、２５％を超えると一般単独事業債の起債が

制限され、さらに３５％を超えると補助事業系の起債も制限されるものであります。

なお、１７年度決算の県内平均は１６．０％となっております。

ご質問の１８年度の決算見込みにおける実質公債費比率は１７．８％と試算しており、

１７年度の１７．０％と比較して０．８ポイント増となっております。１９年度では

１８．７％で、その後も毎年増となり、現時点でのピークは平成２４年度に２２％で、

翌２５年度から数値が下がり始めるものと推計しております。

当初予算比較では全会計の元利償還金が前年度よりも４億６，９００万円の増となり、

指標に大きく影響しております。この要因は、合併直前の１５年度に旧市町村で発行し

た１７６件の市債が約１１１億円にものぼり、このうち３年間の据え置き期間が終わっ

て元金の償還が１９年度から開始されるものが５２件もあるため、この元金の増分だけ

でも３億５，７００万円になっております。現在の試算では２０年度からは市債の発行

に県の許可が必要となることが予想されるため、後年度の負担を考慮して十分な精査の

もと事業の見直しを図り、市債発行の額を抑えて比率の抑制に努めなければならないと

考えております。

次に、職員給与の引き下げにつきましては、先のご質問にもお答えしておりますとお

り、当初予算編成の最終段階において、歳入歳出ギャップが約５億円生じたことから、
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考えられる様々な選択肢について検討を行ったわけでありますが、今後の大変厳しい財

政事情を考慮し、最終的にこの判断に至ったわけであります。

また、地方交付税への依存度が高い本市の平成２０年度以降の財政状況は今以上に厳

しくなると予想されていることから、この給与引き下げは３年間を目途に実施する予定

としておりますが、その実施内容につきましては毎年事前に職員団体と十分協議してま

いりたいと思っております。

職員の給与削減という苦渋の決断をしたわけでありますが、こうした厳しい財政状況

を全職員が認識し、一層の歳出構造のスリム化を図るとともに、歳入一般財源の確保に

努め、一丸となってこの難局を乗り切る所存でありますので、よろしくお願い申し上げ

たいと思います。

質問の第２点、農業に関する質問につきましては農林商工部長から、質問の第３点、

市民の声からに関する質問のうち、市外局番の統一に関する質問につきましては企画部

長から、２点目の市道のひび割れ問題に関する質問については建設部長からそれぞれ答

弁させていただきます。

○議長（橋本五郎君） 答弁を求めます。佐々木企画部長。

○企画部長（佐々木正広君） 質問の第３点、市民の声のうち電話番号についてお答え申

し上げます。

合併後の大仙市内には市外局番が０１８７の大曲局、角館局と０１８の秋田局が混在

してございます。

昨年３月２４日の中仙地域協議会の場で、ＮＴＴの不一致解消、いわゆる０１８７の

大仙市内でありながら中仙地域が角館局となっている経緯について、大曲局に統一でき

るよう検討してまいりたいと市長がお話を申し上げてございましたが、この件について

総務省に問い合わせした結果、市町村合併に伴う番号区画の変更の場合、１つ目として、

行政区域に合わせること、２つ目として当該地域の自治体からの要望で当該自治体の住

民の合意があり、当該自治体が十分な周知、広報を行うこと、そして３つ目として関係

電気通信事業者において技術的に対応が可能であることの要件を満たす必要があると言

われてございます。

大仙市内には秋田局の協和地域と大曲局と同じ０１８７である角館局の中仙地域がご

ざいますが、市町村合併に伴う番号区画の変更として実施する場合、協和地域と中仙地

域がどちらも同じ番号に変更しなければならないため、協和地域では市外局番だけでな
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く電話番号の変更も要することとなり、非常に難しいと判断してございます。

市町村合併の特例によることが無理な場合については、ＮＴＴの判断となりますが、

ＮＴＴの単位料金区域と行政区域の不一致解消の基準がありまして、１つ目として、や

はり行政区域に合わせる変更であること、２つ目として行政区域の主たる地域が所属す

る単位料金区域への変更であること、また３つ目には当該地域のお客様全員が要望され

ており、かつ電話番号の変更、料金負担の変動について了解いただいているということ

が条件でございまして、総務省と同じような考え方が示されてございます。

同じ０１８７の市外局番でありながら大曲局と角館局とのことから市外局番を押さな

ければ市内に電話をかけられないということは非常に不便なことでありまして、市外局

番を押さなくても市内に電話ができるよう総務省やＮＴＴ電話番号区画変更の柔軟な対

応ができるよう要望してまいりたいと存じます。

しかし、なお、変更には当該地域のお客様全員が要望していることとの条件がござい

ますので、地域の皆様のお考えを改めて再度確認してまいりたいと存じますので、よろ

しくそのようにお願いしたいと思います。

以上でございます。

○議長（橋本五郎君） 答弁を求めます。金農林商工部長。

○農林商工部長（金 正行君） 質問の第２点は農業についてであります。

はじめに、設立した農業法人と集落営農組織の数につきましては、昨日武田議員のご

質問にお答えしておりますけれども、２月末現在の設立数は、農業法人が２５経営体、

集落営農組織が４８経営体、合わせまして７３経営体となっております。さらに、今年

度中の設立を目指しまして準備中の経営体は、農業法人が６経営体、集落営農組織が

１６経営体、合わせまして２２経営体となっております。

４月から新対策の加入手続きが始まりますけれども、それまでに農業法人が３１経営

体、集落営農組織が６４経営体、合わせまして９５経営体となる予定であります。

また、２月末現在の認定農業者数は１，３８１経営体で、うち本対策の要件を満たす

４ｈａ以上は８０４経営体となっております。

次に、対策に参加できない農家数とその支援策につきましては、現在、大仙市の農家

数は約１万戸であります。認定農業者で新対策の要件を満たすものが１，０００戸、集

落営農組織や法人組織に参加する農家数を１，９００戸と想定しますと、現時点で

７，１００戸の農家が未加入ということになります。
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しかしながら、認定農業者や集落営農組織、法人組織への農地集積が大きく進んでお

りますので、本市の農地面積の約４０％、７，００９ｈａが新対策の支援を受けられる

見込みとなっております。

加入できない農家への支援につきましては、新対策の２年目以降も加入が可能であり

ますので、新年度も引き続き集落営農法人化支援センターを中心に、この対策に加入で

きるよう推進してまいります。

次に、経営管理、営農技術指導等の指導体制につきましては、担い手が個々の経営状

況に応じて必要な経営相談、技術指導、法人化支援、農地の利用調整等の支援を受ける

ことができる支援活動を一元的に行うワンストップ支援窓口を設置し、担い手からの相

談に的確かつ迅速に対応するよう、構成組織やサポートチームメンバーなどの連携の強

化を図って対応してまいりたいというふうに考えておりますので、よろしくお願いいた

します。

以上であります。

○議長（橋本五郎君） 答弁を求めます。柴田建設部長。

○建設部長（柴田勝三君） 市道の亀の子道路、いわゆるクラック状態の改善についてで

ございますが、市道の舗装済み延長は平成１８年４月１日現在で１５９万２，４６６ｍ

で、市道総延長の５０．２％となっております。

これまで市道の舗装面にひび割れや穴が生じて通行に支障をきたしている箇所につき

ましては、打ち換え、オーバーレイ及びパッチング工法等により随時補修をして通行の

安全に努めてきているところであります。

平成１９年度においては、道路新設改良費の予算により、市道の秋田わか杉国体自転

車競技ロードレースコースの舗装面ひび割れ状態であります延長５，０８４ｍについて

の補修や道路維持管理費の予算により、補修の緊急度の高い箇所から順次工事をして市

民の安全・安心に努めてまいります。

また、平成１８年の２月から３月にかけての異常低温が凍上災害復旧事業の採択条件

であったことから、ひび割れの損傷が著しい箇所について国へ積極的に事業申請をし、

現地査定の結果、事業費をいただいた大曲地域の４路線、西仙北地域の６路線、中仙地

域の４路線、南外地域の１路線、太田地域の３路線、合計１８路線、延長にしまして１

万８，３２７ｍにつきましては、平成１９年度施工として国費３分の２の負担のもと、

舗装面の打ち換え工事を実施する予定でございます。これにより損傷の著しい箇所の改
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善が図られるものでございます。

今後もこのような財政上有利な制度を活用するとともに、通常の道路予算の中で老朽

化している道路舗装の補修を計画的に進めてまいります。

以上でございます。

○議長（橋本五郎君） ３０番、再質問。はい、３０番。

○３０番（藤田君雄君） 最初のことについてちょっとお伺いします。

私この給与の引き下げについて一番心配なのは、今まで２年間の間に、２年間合併し

てきた間に、これだけ構造改革、あるいは行政改革できたのは、これ市長だけの力では

なく、市長を取り巻く職員の力があったからだと思います。ただ、先程も言いましたよ

うに絶大なる信頼のある市長ですけれども、市長と職員の信頼関係にこのことによって

ひびが入るということがあれば大変だと私は考えます。また、もしどうしてもこれやる

ようですので、組合と話をするときに、一般会計全体に職員の給与の引き下げ分を充て

るではなく、目的を持った、皆さんの給与はこの面に充てますよ、こうやってやります

よという目的を持った引き下げをした方が私は組合との話し合いがつくんではないか、

話し合いができるのではないかと思いますがいかがでしょうか。

それと、次の農業問題ですけれども、今、ワンストップ窓口を設けながらこの後農家

への支援を総合的に行っていくという話がございました。大変有り難いことだと思いま

す。でも私が心配するのは、今、大仙市の農家の今の報告ありました７，５００戸、こ

れが今年１年、今の政策から外れて補助体制が大変少ない状態で１年を暮らした場合、

果たして再来年、来年ですか、２０年度にこの政策に加入してくるのか。むしろ補助金

はいらない、自分の家の田んぼだから自分で作り自分で売りますと、そういう考えにな

られたときに、大仙市としての農業というのは大きく後退すると思います。そのことに

関する対策は何かお考えになっているのでしょうか。

また、私が言いました指導センターというのは、実は今の予算の中で各地域にそれぞ

れ各地域の農業を考えた予算が配分されているようです。大変結構なことだと思います。

しかし、それぞれその地域その地域で問題を抱えている人が多くございます。例を挙げ

ますと、キュウリのレルトリン問題、それから枝豆、大豆、ホウレンソウ、アスパラな

どの連作問題、これは個々の農家で対応できることでは私はないと思います。技術その

ものは私はこれは行政が改革してやり、そしてそれを保持するのが農協であり、農家だ

と私は思います。そして今までそうやって農家というのは暮らしてきたような気がしま
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す。今、一番問題になっているそのような新しい技術を実際に農家に伝達するところが

ありません。農家が一番苦しんでいることをやるところがありません。２年前に市長は、

集落営農、法人化センターで技術面も兼務させると言いました。このことは完全に無理

なのです。また、今いろんなものを調べてみますと、ＪＡ、仙北農業共済、土地改良区、

大仙市等からなされる水田農業推進協議会、あるいは大仙市防除協議会、大仙市地域担

い手育成総合支援協議会、このことが各組織の団のところの長を集めながら意見調整を

図り、そしてその意見調整を踏まえて各係が、事務担当者がそれこそ進めていくとなっ

てございます。しかしながら現実は大仙市で行う農業政策というものは、農協はその７

割をわかっているでしょうか。農家に至ってはほんの一部の特農家と言われる人しかわ

かりません。そこで農協、農家、共済、普及所、一緒になりながら農家全体を見据えた

指導をしていく、技術指導をしていく、そういう組織というのはこの後絶対必要なんで

す。私、平成４年に議員をやらせていただきました。そのとき中仙町は米以外で得れる

金額というのは３００万円です。でも、今で言う夢プラン、それから戦略作物推進事業、

それから新技術開拓事業ですか、を３本柱として進めてきたわけです。そうした中で今

の販売額というのは平成１８年度で中仙地域が３億円を突破してございます。これはひ

とえに１つの事業を進めるときに、ほかと同じことをやっていればほかの市と同じか、

あるいはそれ以下なんです。ほかより一歩進んだこと、ほかより一つ考え方を別にして、

農家と一緒に歩もうとすることにより５歩も１０歩も農家は前へ進むんです。そのこと

をおわかりになって、この後どうかもう一度そのワンストップ窓口を大きな目で見てお

広げになっていただければ、私ども農家にとっては、またこれから新しい農業に取り組

む者にとっては大変有り難いことだと思います。ひとつよろしくお願いを申し上げます。

○議長（橋本五郎君） 答弁を求めます。栗林市長。

○市長（栗林次美君） 藤田議員の再質問にお答え申し上げます。

給与引き下げの問題についてでありますが、もちろん今、大仙市が様々な課題に取り

組みながら前向きに改善をしながら進んでいることは、職員全体がやっぱりそういう形

で動いているということの証左の１つだとは思っております。そうした職員の力という

ものを大事にしなければこの大仙市の先行きは非常に大変だなというふうに思っており

ます。我々執行部と職員との信頼関係、これがやっぱり一番大事だと思っております。

仕事をするのも人でありますので、そことの信頼関係が崩れればやっぱり市民に対して

良いサービスもできなくなるということでありますから、そういう信頼関係を崩さない
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ように職員団体とも十分この問題について話し合いをしながら、何とか合意のもとでこ

の給与の削減の問題について入っていきたいというふうに思っております。鋭意話し合

いを続けておりますので、まだ時間はあると思っております。職員団体の皆さんの方か

らも別の意味での提案等も出てきております。そういう提案を含めてこうした問題につ

いて粘り強く話し合いをしながら合意にもっていきたいというふうに思っております。

それから、この考え方の問題ですけれども、やはりこういう大変な事情の中で職員の

皆さんにも協力をいただくということで今お話し合いを続けておりますけれども、そう

した場合、やっぱり全体の予算執行、そうした中でどういう効果が職員の力、協力に出

てきたのかということについても、できれば数字的に表わせることができないかな、あ

るいはどこかでやはりその努力の結果というものを表現できるような、そういうことも

検討していかなきゃならないものだと、こういうふうに思っております。いずれこの問

題につきましては年度毎に、我々は３年間という１つの期間を設定して考えております

けれども、年度毎に事前にこの問題について職員団体含めて協議していきたいと、こう

いうふうに思っております。

それから、この農業のワンストップ窓口の関係と大体４割程度が現在の新制度で組織

化された問題につきまして、それから農業指導センターの問題につきまして、もう一度

農林商工部長から答弁させていただきます。

○議長（橋本五郎君） 答弁を求めます。金農林商工部長。

○農林商工部長（金 正行君） 質問の第１点目についてお答えいたします。

最初にＪＡさん、あるいは普及所、行政が一体となって今後指導すべきではないかと

いうことについては、私も同感でございます。いずれこのワンストップ窓口については、

県議会等で再三議論した内容を踏まえてこのワンストップ窓口が設置された経緯のよう

でございます。したがって、県の方でも２５市町村それぞれにワンストップ窓口を置く

ということは、それぞれの市町村でいろんな問題が提起された中でそれを解消しなけれ

ばならないと、大仙市そのものに限ったものではなくて全県に言えることなんですけれ

ども、そういった諸々の問題を即解決する方向づけということでそのワンストップ窓口

というのは先程何回も申し上げていますけれども経営分析から始まって経営診断、ある

いは営農指導、技術指導、そういったものをワンフロア的に一元的にはできないのかと

いうことで県の方でも検討しているようでございますので、４月以降、このことについ

てはどういう設置の方法が一番その大仙市に合っているのか、あるいはこの仙北地域に
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合っているのかと、そういった観点から議論される課題の１つというふうに受けとめて

おります。いずれ４月からこういう制度がどういう形で設置されるかについては、関係

機関の皆さん方のご意見を伺いながら、より良い方向づけで設置されるものというふう

に私は認識いたしております。

それから、藤田議員はアスパラの第一人者ということで、大仙市管内ではアスパラは

２０億円のうち３億２，４００万円ですか、そういう実績を持っておられる方でござい

ます。この野菜等のこういう指導については、よくこの後も農協さん、それから県、共

済、いずれこの農業関係団体と機会をみましてじっくり話し合いたいというふうに思っ

ておりますので、よろしくご理解を賜りたいと思います。

それから、連作障害とか起きておるということでございます。野菜にかかわらず葉た

ばこですか、永年作物の葉たばこ等についても連作障害が起きております。したがいま

して、新年度から葉たばこの連作障害については土壌改良剤の予算化をしております。

大変厳しい予算内容ですけれども、もし野菜等にもそういう連作障害等が起きて、実際

農家の人方が多大な損失を被っているという場合には、ひとつ厳しい予算内容ですけれ

ども遠慮なく農林課の方にご相談いただければよろしいかと思います。

以上でございます。

○議長（橋本五郎君） ３０番。はい。

○３０番（藤田君雄君） あと一言だけ言ってやめます。答えはいりません。

大変今お金がないお金がないとおっしゃいますが、平成１４年度に中仙町の農林水産

業費というのは１０億２，５００万円なんです。それが合併して１億７，３００万円ま

で落ちています。農業振興費に至っては１億５，１００万円あったのが５，２００万円

まで落ちているんです。これだけ落としていっても金がないというのは、どっかに落と

し穴があると思いますので、全体をもう一度よく見渡しながらよろしく運営のほどをお

願いをいたしまして質問を終わります。ありがとうございました。

○議長（橋本五郎君） これにて３０番藤田君雄君の質問を終わります。

この際、暫時休憩いたします。午後２時３０分に再開いたします。

午後 ２時２０分 休 憩

…………………………………………………………………………………………………………

午後 ２時３１分 再 開

○議長（橋本五郎君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。
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○議長（橋本五郎君） 日程第２、議案の訂正についてを議題といたします。

訂正理由の説明を求めます。老松総務部長。

○総務部長（老松博行君）【登壇】 それでは議案の訂正につきましてご説明申し上げま

す。

お手元に配付しております議案の訂正についてという資料をご覧いただきたいと存じ

ます。

今次定例会初日に提案いたしました議案第１６号、大仙市手数料条例の一部を改正す

る条例の制定につきましては、都市計画法に基づく開発行為の許可審査手数料６件と秋

田県からの権限移譲に伴う砂利採取法に基づく審査手数料５件を新たに加えるものであ

りますが、このうち砂利採取業者の登録申請に対する審査、砂利採取業務主任者試験の

受験の出願及び砂利採取業務主任者と同等以上の知識及び技能を有する旨の認定申請に

対する審査につきましては引き続き秋田県の事務であることから、これら３件の手数料

に関わる部分を削除していただきますよう議案の訂正をお願いするものであります。

なお、訂正後の議案書をお手元に配付させていただいておりますので、よろしくお願

い申し上げます。

議案の上程に際しまして、このような不手際がありましたことにつきまして、この場

をお借りいたしまして深くお詫び申し上げますとともに、訂正につきましてご承認賜り

ますよう重ねてお願い申し上げる次第でございます。

終わります。

○議長（橋本五郎君） お諮りいたします。議案第１６号、大仙市手数料条例の一部を改

正する条例の制定について、議案の訂正を承認することにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（橋本五郎君） ご異議なしと認めます。よって、議案の訂正については、これを

承認することに決しました。

○議長（橋本五郎君） 日程第３、議案第８号から日程第５８、議案第６３号までの５６

件を一括して議題といたします。

これより質疑に入ります。質疑ありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）
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○議長（橋本五郎君） 質疑なしと認めます。

議案第９号、議案第１１号から議案第１３号、議案第２６号、議案第３０号、議案第

４０号及び議案第４１号までの８件は総務常任委員会に、議案第８号、議案第１０号、

議案第１５号、議案第２７号、議案第３１号、議案第３５号から議案第３７号、議案第

４３号から議案第４５号及び議案第４７号までの１２件は企画産業常任委員会に、議案

第１４号、議案第１７号、議案第２２号から議案第２５号、議案第２８号、議案第２９

号、議案第３２号、議案第３４号、議案第３８号、議案第４６号、議案第５３号及び議

案第６０号から議案第６３号までの１７件は教育民生常任委員会に、議案第１６号、議

案第１８号から議案第２１号、議案第３３号、議案第３９号、議案第４２号、議案第

４８号から議案第５２号及び議案第５４号から議案第５９号までの１９件は建設水道常

任委員会に、それぞれ付託いたします。

○議長（橋本五郎君） 次に、日程第５９、議案第６４号を議題といたします。

これより質疑に入ります。質疑ありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（橋本五郎君） 質疑なしと認めます。

議案第６４号は、それぞれ所管する各常任委員会に付託いたします。

○議長（橋本五郎君） 次に、日程第６０、議案第６５号から日程第７４、議案第７９号

までの１５件を一括して議題といたします。

これより質疑に入ります。質疑ありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（橋本五郎君） 質疑なしと認めます。

議案第７９号は総務常任委員会に、議案第６５号、議案第６６号、議案第６８号、議

案第６９号及び議案第７６号から議案第７８号までの７件は教育民生常任委員会に、議

案第６７号及び議案第７０号から議案第７５号までの７件は建設水道常任委員会に、そ

れぞれ付託いたします。

○議長（橋本五郎君） 次に、日程第７５、議案第８０号を議題といたします。

これより質疑に入ります。質疑ありませんか。
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（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（橋本五郎君） 質疑なしと認めます。

議案第８０号は、建設水道常任委員会に付託いたします。

○議長（橋本五郎君） 次に、日程第７６、議案第８１号を議題といたします。

これより質疑に入ります。質疑ありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（橋本五郎君） 質疑なしと認めます。

議案第８１号は、それぞれ所管する各常任委員会に付託いたします。

○議長（橋本五郎君） 次に、日程第７７、議案第８２号から日程第９９、議案第１０４

号までの２３件を一括して議題といたします。

これより質疑に入ります。質疑ありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（橋本五郎君） 質疑なしと認めます。

議案第８４号及び議案第９８号から議案第１０４号までの８件を総務常任委員会に、

議案第８２号、議案第８３号、議案第８６号、議案第８７号及び議案第９４号から議案

第９７号までの８件は教育民生常任委員会に、議案第８５号及び議案第８８号から議案

第９３号までの７件は建設水道常任委員会に、それぞれ付託いたします。

○議長（橋本五郎君） 次に、日程第１００、議案第１０５号を議題といたします。

これより質疑に入ります。質疑ありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（橋本五郎君） 質疑なしと認めます。

議案第１０５号は、教育民生常任委員会に付託いたします。

○議長（橋本五郎君） 次に、日程第１０１、議案第１０６号を議題といたします。

これより質疑に入ります。質疑ありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（橋本五郎君） 質疑なしと認めます。
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議案第１０６号は、建設水道常任委員会に付託いたします。

○議長（橋本五郎君） 次に、日程第１０２、請願第９号から日程第１０４、請願第１１

号までの３件を一括して議題といたします。

本３件は、お手元に配付の請願文書表のとおり企画産業常任委員会に付託いたします。

○議長（橋本五郎君） 次に、日程第１０５、陳情第４２号から日程第１１０、陳情第

４７号までの６件を一括して議題といたします。

本６件は、お手元に配付の陳情文書表のとおり、それぞれの記載の各常任委員会に付

託いたします。

○議長（橋本五郎君） お諮りいたします。各常任委員会審査のため、３月９日から３月

１８日まで、１０日間休会いたしたいと思います。これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（橋本五郎君） ご異議なしと認めます。よって、３月９日から３月１８日まで、

１０日間休会することに決しました。

○議長（橋本五郎君） 以上で、本日の日程は全部終了いたしました。

本日は、これをもって散会し、来たる３月１９日、本会議第４日を定刻に開議いたし

ます。

本当に長時間ご苦労様でございました。

午後 ２時４１分 散 会
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